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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2. 従業員数は就業人員数を表示しております。 

3. 第30期、第31期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

4. 第31期連結会計年度から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

5. 第34期において、株式会社ヴィクトリア、株式会社プラスタス及びゼビオインシュアランスサービス株式会社を新たに連

結の範囲に含めております。 

6. 第34期の株価収益率は連結決算日の株価が平成18年４月１日付をもって実施した株式分割の権利落後の株価となっている

ため、当該株式分割を考慮した１株当たり当期純利益を用いて算出しております。 

  

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 84,743 88,748 92,253 96,749 121,048 

経常利益 (百万円) 5,808 6,368 8,461 8,779 11,112 

当期純利益 (百万円) 2,889 3,283 4,241 3,392 6,996 

純資産額 (百万円) 61,684 63,762 66,521 67,811 72,919 

総資産額 (百万円) 89,524 94,359 97,875 95,754 117,106 

１株当たり純資産額 (円) 1,963.00 2,038.45 2,147.49 2,208.88 2,387.14 

１株当たり当期純利益金額 (円) 91.96 104.33 135.85 109.69 228.18 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― 109.68 227.98

自己資本比率 (％) 68.9 67.6 68.0 70.8 62.3 

自己資本利益率 (％) 4.8 5.2 6.5 5.1 9.9 

株価収益率 (倍) 19.0 17.7 22.0 26.6 26.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,623 5,946 7,153 △109 11,953

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,684 △1,628 △3,798 △1,724 △2,278

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △948 △1,269 △1,624 △2,090 △2,057

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 26,134 29,167 30,859 26,904 34,529

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

  (人) 
682 

(2,454)
656

(2,657)
630

(2,742)
620 

(3,136)
997

(3,735)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2. 従業員数は就業人員数を表示しております。 

3. 第30期、第31期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

4. 第31期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

5. 第32期及び第33期の１株当たり配当額には、特別配当５円が含まれております。 

6. 第34期の株価収益率は決算日の株価が平成18年４月１日付をもって実施した株式分割の権利落後の株価となっているた

め、当該株式分割を考慮した１株当たり当期純利益を用いて算出しております。 

  

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 84,199 88,218 91,718 96,215 103,558 

経常利益 (百万円) 5,721 6,280 8,373 8,703 9,596 

当期純利益 (百万円) 2,838 3,230 4,190 3,346 5,424 

資本金 (百万円) 15,935 15,935 15,935 15,935 15,935 

発行済株式総数 (株) 31,940,682 31,940,682 31,940,682 31,940,682 31,940,682 

純資産額 (百万円) 62,175 64,200 66,908 68,152 71,688 

総資産額 (百万円) 89,697 94,531 98,040 95,879 101,577 

１株当たり純資産額 (円) 1,978.63 2,052.45 2,159.99 2,219.99 2,346.83 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
29.30 
(14.65)

29.30
(14.65)

35.00
(14.65)

35.00 
(15.00)

40.00
(17.50)

１株当たり当期純利益金額 (円) 90.33 102.64 134.22 108.19 176.82 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― 108.18 176.67

自己資本比率 (％) 69.3 67.9 68.2 71.1 70.6 

自己資本利益率 (％) 4.6 5.1 6.4 5.0 7.8 

株価収益率 (倍) 19.4 18.0 22.3 27.0 34.4 

配当性向 (％) 32.4 28.4 26.1 32.4 22.6 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
663 

(2,435)
639

(2,639)
615

(2,719)
586 

(3,095)
560

(3,234)



２ 【沿革】 

  

年月 事項 

昭和48年７月 株式会社サンキョウ(福島県いわき市所在、昭和61年８月25日当社へ合併、以下「いわき」と称

す)の経営する６店舗の全ての営業権、権利義務一切、主たる資産及び負債を譲り受け株式会社

サンスーツとして当社設立。 

昭和49年12月 福島県郡山市中町に“サンキョウ郡山店”を設置すると同時に営業本部を同地に移転。 

昭和54年８月 本店を福島県郡山市中町11番１号へ移転すると同時に、商号を株式会社サンキョウに変更。 

昭和54年11月 福島市の旧長崎屋ビル(地下１階、地上７階、床面積5,098㎡)にファッション&スポーツをテーマ

とした当社初の大型店を開店。 

昭和55年３月 株式会社岩手サンキョウ、第一繊維株式会社(福島県郡山市所在)、第一繊維株式会社(新潟県新

潟市所在)を吸収合併。 

昭和58年11月 郊外型スポーツ店の“トップスポーツ並木店”を郡山市に設置。 

昭和59年10月 郊外型メンズ店の“サンキョウ安積店”を郡山市に設置。 

昭和60年11月 郊外型カジュアル単独店の“メンズキャパ桑野店”を郡山市に設置。 

昭和60年11月 株式会社ファイブスタジオ(現社名 有限会社サンビック)より、同社の経営する３店舗の営業

権、主たる資産及び負債を譲り受け、婦人服の販売及び飲食業を開始。 

昭和61年８月 経営効率化のため、株式会社サンキョウ(いわき)を合併。 

昭和61年10月 本店を福島県郡山市駅前二丁目２番２号へ移転。 

昭和62年11月 ゼビオ株式会社へ商号変更。同時に店名を従来のサンキョウ(メンズ店)はゼビオ(複合大型店)と

ゼビオメンズ、トップスポーツはゼビオスポーツ、エブリディはゼビーへ、それぞれ変更。定款

の事業目的及び公告の方法を変更。 

昭和63年４月 社団法人日本証券業協会東京地区協会に店頭登録。 

昭和63年６月 従来のPOSシステムを全面的にレベルアップし、新POSシステムとして稼働開始。 

昭和63年７月 福島県郡山市朝日三丁目７番35号に新本社屋を竣工し、同所に本店を移転。 

昭和63年12月 北陸３県(富山県、石川県、福井県)に進出。 

平成２年５月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成２年７月 当社初の郊外型ゴルフ専門店“ゼビオスポーツ勝田店(現ひたちなか店)”を茨城県勝田市(現ひ

たちなか市)に設置。 

平成３年３月 札幌市に店舗設置。店舗網を14道県に拡大。 

平成３年４月 株式会社磐梯リゾートホテル(現・清稜山株式会社、連結子会社)の株式を100％取得。 

平成３年10月 長野県上田市に“ゼビオスポーツ上田店”を設置。店舗設置を15道県に拡大。 

平成４年10月 本宮流通センター(延床面積6,400坪)竣工。本格的稼働開始。 

平成４年12月 仙台市に郊外型大型複合店“スーパースポーツゼビオ仙台泉中央店(１フロアー1,000坪)”を設

置。併せて大型店６店舗を新規開設。 

平成５年７月 茨城県土浦市にスポーツ・カテゴリーショップ“スーパースポーツゼビオつくば学園東大通り

店”を開設。 

平成５年12月 新設店７店舗と複合型大型店“仙台泉中央店”など大型店10店舗を業態変更し、「スーパースポ

ーツゼビオ」を17店舗に拡大。 

平成７年３月 中国地方(鳥取県、山口県)、東海地方(静岡県)に初進出。また、「スーパースポーツゼビオ」の

拡充を図り、同業態を24店舗と拡充。 

平成７年４月 本宮流通センターを増床し、総延床面積を約13,500坪に拡大。九州地方(福岡県)、近畿地方(京

都府)に初進出。 

平成７年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替。 

平成８年６月 英国の製造小売チェーン「ネクスト社」と業務提携契約を締結。 

平成９年９月 東京証券取引所から５年連続増配で積極利益配分企業として表彰。 

平成10年１月 東京証券取引所から情報開示(ディスクロージャー)に積極的に取り組んでいる企業として表彰。 

平成11年11月 国内最大級の売場面積(約2,400坪)で自然をテーマにした“スーパースポーツゼビオドーム札幌

月寒店”を開設。 

平成14年３月 ゼビー業態を廃止。 

平成14年11月 本宮流通センター内にゼビオ東日本ロジスティクスセンターを設置し、一括物流システム稼動開

始。 

平成16年７月 ゼビオビジネスサービス株式会社(連結子会社)を設立。 

平成17年４月 株式会社ヴィクトリア(連結子会社)の株式を100％取得。 

平成17年５月 株式会社プラスタス(連結子会社)の株式を100％取得。（平成18年５月 全株式を譲渡） 

平成17年８月 ゼビオインシュアランスサービス株式会社(連結子会社)を設立。 

平成17年９月 メンズ事業及びメディア事業を営業譲渡。 



３ 【事業の内容】 
 当社グループは、当社及び子会社６社で構成されており、スポーツ用品・用具及び衣料を中心とした一般小売事業を
主たる事業としております。また、研修宿泊事業、事務サービス事業、保険代理事業、ＩＴ関連事業、品質管理事業等
を展開しております。 
 株式会社ヴィクトリアは、平成17年４月28日に同社の発行済株式の全株式を取得して子会社となりました。また、ゼ
ビオインシュアランスサービス株式会社は保険代理事業を目的に平成17年８月24日にゼビオビジネスサービス株式会社
が設立したものであります。なお、平成17年５月31日に発行済株式の全株式を取得して子会社となった株式会社プラス
タスは、平成18年５月２日に全株式を譲渡しております。 
 当社のメンズ事業部門及びメディア事業部門を平成17年９月１日付で、株式会社アオキインターナショナル及び株式
会社ヴァリックに営業譲渡いたしました。 
  
 各事業の内容は次のとおりであります。 
 (1)一般小売事業 

①スポーツ事業部門 
スキー・スノーボード、ゴルフ、テニス等の一般スポーツ、アウトドア、トレーニングなどのあらゆるスポー
ツ用品・用具を取り扱うスポーツ大型専門店事業を展開。また、アウター、ジーンズ、セーター、パンツ、カ
ット（トレーナー、ポロシャツ等）などのメンズ、レディス・カジュアル衣料も展開。 
  

②ネクスト事業部門 
イギリスの製造小売チェーンネクスト社（ＮＥＸＴ ＰＬＣ）と提携し、同社の企画した商品を日本国内にお
いて独占販売する事業を展開。取扱商品はメンズ、ウィメンズ、チルドレンズの衣料等。 
  

  
 (2)サービス事業 

①研修宿泊事業 
研修、福利厚生施設として宿泊施設の運営等。 

②事務サービス事業 
給与計算及び設備管理業務の受託等。 
ゼビオビジネスサービス株式会社（連結子会社） 
  

③保険代理事業 
損害保険代理店業務、生命保険の募集に関する業務。 
ゼビオインシュアランスサービス株式会社（連結子会社） 
  

④ＩＴ関連事業 
ＩＴサービス開発事業、ＩＴサービスサポート事業、ＩＴコンサルティング事業。 
株式会社プラスタス（連結子会社） 
  

⑤品質管理事業 
品質管理業務の受託等。 
株式会社カイザー（非連結子会社） 

  

ゼビオ株式会社 店名 スーパースポーツゼビオドーム 
    スーパースポーツゼビオ 
    ゼビオスポーツ 
    Ｇ・Ｏ・１（ゴルフ専門店） 
株式会社ヴィクトリア（連結子会社） 店名 ヴィクトリア 
    ヴィクトリアゴルフ 
    エル・ブレス（アウトドア専門店） 
      

ゼビオ株式会社 店名 ＮＥＸＴ（ネクスト） 

清稜山株式会社（連結子会社） 名称 清稜山倶楽部 
      



 各社の位置付け及び事業系統図は次のとおりです。 
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

(注) 1. 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合を内数で記載しております。 

2. 特定子会社であります。 

3. 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報等 ① 売上高   16,903百万円 

② 経常利益   1,185百万円 

③ 当期純利益  1,211百万円 

④ 純資産額   7,966百万円 

⑤ 総資産額  17,935百万円 

  

５ 【従業員の状況】 
(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 1. 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。)であり、平均臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人員の年間平均を( )内に外

数で記載しております。 

2. 従業員数が前連結会計年度末に比べ377名増加しておりますが、これは主として平成17年４月28日付で株式会社ヴィクト

リアが連結子会社となったことにより、スポーツ事業部門が347名、サービス事業部門が４名、その他共通で31名、計382

名の増加があったことによるものであります。 

3. メンズ事業部門及びメディア事業部門は平成17年９月１日付営業譲渡に伴い、従業員数は０名となりました。 

4. サービス事業は、研修宿泊事業、事務サービス事業、保険代理事業及びＩＴ関連事業からなっております。 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 

主要な事業 

の内容 

議決権の所有(被所有)

割合 
関係内容 

所有割合 

(％) 

被所有割合

(％) 

(連結子会社)             

㈱ヴィクトリア (注)2、3 東京都新宿区 3,350 
スポーツ用品

小売事業等 
100.0 ―   役員の兼任……２名 

清稜山㈱ 福島県郡山市 10 
研修宿泊事業

等 
100.0 ― 

１ 研修福利厚生施設として利用してい

る。なお、当社所有の建物等を賃借

している。 

２ 当社より資金援助を受けている。 

３ 役員の兼任……２名 

ゼビオビジネスサービス㈱ 福島県郡山市 30 
事務サービス

事業 
100.0 ― 

１ 業務委託契約に基づき、当社の給与

計算及び設備管理業務を行ってお

り、当社所有の建物等を賃借してい

る。 

２ 役員の兼任……２名 

ゼビオインシュアランス 

サービス㈱ 
福島県郡山市 10 保険代理事業 

100.0

(100.0)
―   当社に保険商品を提供している。 

㈱プラスタス 東京都港区 82 ＩＴ関連事業 100.0 ― 

１ 業務委託契約に基づき、当社のシス

テムコンサルティング及びシステム

開発業務を行っている。 

２ 当社より資金援助を受けている。 

３ 役員の兼任……２名 

事業部門の名称 従業員数(人) 

一般小売事業 １ スポーツ事業部門 832(3,353) 

       ２ ネクスト事業部門 18  (157) 

サービス事業 59   (61) 

その他共通 88  (164) 

合計 997(3,735) 



(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 1. 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、平均臨時雇用者数

は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人員を( )内に外数で記載しております。 

2. 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社には、労働組合ゼビオユニオンが組織されており、労使関係は安定して推移しております。 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円) 

560(3,234) 34.9 11.9 4.8 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

（単位 百万円）

  

  
 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰が続いておりますが、企業収益の改善による設備投資
の増加等から景気は回復基調で推移いたしました。安定した消費者物価指数が継続する見込みなどからデフレ克
服のために導入された量的緩和政策の解除も行われました。 
 小売業界におきましても、出店が続くなかで大型店の郊外出店を規制する「まちづくり三法」の改正の動きも
あり、大型商業施設の駆け込み出店や既存店舗のリニューアルが活発化するなど競争がますます激しくなってき
ております。 
 このような中で当社グループは、株式会社ヴィクトリアの子会社化、メンズ・メディア事業の営業譲渡など、
コア事業であるスポーツ事業への選択と集中を行うことにより収益力の強化を推進いたしました。また、平成21
年３月期を最終年度とする中期経営計画「Ⅹ10ＰＲＯＪＥＣＴ」を策定し、①商品効率、粗利率の改善、②坪売
上高の拡大、③ロジスティックスの改善などの重点施策を掲げ、営業利益率10％を目指してスタートいたしまし
た。下期から連結業績に組み入れた株式会社ヴィクトリアは、債務の株式化による増資を行い財務体質の健全化
を図るとともに店舗の営業強化を進め、主力の首都圏エリアでの業績は順調に推移いたしました。 
 当社グループは、「スポーツの殿堂」をテーマにしたスポーツへの夢や憧れを体感できる楽しめる売場作りを
継続して推進し、アスリートや健康志向のライフスタイルに対応できる商品の提案を行ってまいりました。スポ
ーツメーカーとの取り組みを強化する中で、協働企画商品の充実を図り、品揃えの強化と物流のリードタイムを
短縮し販売機会ロスの削減に努めてまいりました。加えて、ゴルフのスイング診断機や野球用品の加工機器など
の充実や商品知識、メンテナンス技術の講習会の定期開催などを行い、お客様満足度向上を推進してまいりまし
た。 
 また、学生専用のクラブ活動応援カードとしてプレイヤーズＩＤカードを新たに導入し、学生需要の取り込み
を図りました。 
 これらの取り組みにより当社グループのスポーツ事業は、野球をはじめ高機能商品や上級モデルなどの品揃え
を強化している競技スポーツ用品・用具部門の売上高では前期比115.4％となり順調な動きとなりました。 
 また、ゴルフ用品・用具部門の売上高は、景気回復を背景に平成20年からの高反発クラブの規制による買い替
えや女子プロゴルファーの活躍、ゴルフプレー料金の低下傾向などによる需要拡大や株式会社ヴィクトリアの連
結もあり前期比176.0％となりました。ウィンター用品・用具部門は、寒気と降雪によりスキー、スノーボードや
防寒ウェアが好調な動きとなりました。 
 以上により、スポーツ用品・用具の売上高は、前期比131.9％となりました。 
 ネクスト事業部門は、平成17年４月に自由が丘の旗艦店ならびに平成18年３月にグランベリーモール南町田店
の移転新設などを行いました。ニューベーシックをコンセプトにＳＰＡブランド「ネクスト」の浸透を図り、メ
ンバーズ会員の拡大による新規顧客の増加とロイヤルカスタマーの拡大を進めてまいりました。これらの結果、
ネクスト事業部門の売上高は、前期比113.9％となりました。 

連結 売上高 経常利益 当期純利益 

平成18年３月期実績 121,048 11,112 6,996 

平成17年３月期実績 96,749 8,779 3,392 

前期比 125.1％ 126.6％ 206.2％ 

個別 売上高 経常利益 当期純利益 

平成18年３月期実績 103,558 9,596 5,424 

平成17年３月期実績 96,215 8,703 3,346 

前期比 107.6％ 110.3％ 162.1％ 



 店舗の状況につきましては、スーパースポーツゼビオ店５店舗、ゼビオスポーツ店１店舗、ヴィエント店１店
舗、ネクスト店３店舗を開設し合計10店舗を出店いたしました。また、営業譲渡に伴い、平成17年９月１日をも
って株式会社アオキインターナショナルならびに株式会社ヴァリックへメンズ店11店舗とメディア店17店舗の計
28店舗を譲渡いたしました。退店はスポーツ店２店舗、ネクスト店２店舗、メンズ店１店舗、ヴィクトリアゴル
フ店２店舗となっております。これらにより、当連結会計年度末における当社グループの店舗数は前連結会計年
度末に比べて40店舗増加し、株式会社ヴィクトリアの62店舗を含めて184店舗となり、売場面積は前連結会計年度
末に比べて15,101坪増加し95,144坪となりました。 
 これらの結果、当連結会計年度の業績につきましては、連結売上高は121,048百万円（前期比25.1％増）、連結
営業利益は10,239百万円（同22.9％増）、連結経常利益は11,112百万円（同26.6％増）、連結当期純利益は6,996
百万円（同106.2％増）となりました。 
  
（商品部門別の概要） 
①スポーツ用品・用具 
 株式会社ヴィクトリアの下期からの連結により、売上高は大幅に増加いたしました。スポーツ用品・用具部門
では、お客様第一主義の実現に向け、52週ＭＤとしてマーケティング活動を行い、地域特性へ対応した商品を提
案するなど一人一人のお客様へ商品の付加価値を最大限に高める売り場づくりと品揃え、商品構成の構築を図り
ました。また、付加価値の高い自社開発商品を充実させ、お客様に買いやすい価格帯の商品提供を行いました。
店頭商品の鮮度維持をより一層図るため、持ち越し在庫ゼロを目指した店頭での低効率商品の処分により客単価
の下落はあったものの、これらの施策が奏功しスポーツ用品・用具全体の売上高は前期比131.9％の110,592百万
円となりました。 
 ウィンター用品・用具部門では、11 月中旬以降の寒気と降雪によりスキー、スノーボード用品がシーズン前半
の年末までに好調に推移し、後半は一部、品切れが発生するなどで需要が停滞いたしましたが、売れ筋ブランド
を中心にウェア、小物類も堅調に推移いたしました。従来、スキーグッズで板と金具を単品別売りしていたもの
を、今シーズンはコンプリートした状態での商品提供を行うことで加工時間を短縮するなど、お客様への即時納
品が可能になったことなどで販売機会ロスを減少させることができました。これによりウィンター用品・用具部
門の売上高は前期比152.5％となりました。 

 ゴルフ用品・用具部門では、中古クラブ市場の拡大やゴルフ市場の成熟化など市場環境の厳しい状況は継続し
ておりますが、個人消費の回復傾向やゴルフクラブの平成 20 年からのルール改正による高反発規制などにより買
い替え需要が順調に推移いたしました。新ルール適合商品の早期品揃えや女子プロゴルファー使用モデルなど人
気商品や話題商品の充実を図りました。これらがシニア層、上級者へ受け入れられ、ドライバーウッドなどが順
調に推移したほか、継続してレディス用品・用具を拡大したことが受け入れられる結果となり、ゴルフ用品・用
具部門の売上高は前期比176.0％となりました。 

 トレーニングウェア部門では、ナショナルブランドの人気商品が堅調に推移したことやＴシャツなど機能性素
材商品を拡大して提案したほか、シャツ、パンツ、ハーフパンツを組み合わせた３点セットを展開いたしまし
た。また、自社開発商品による商品構成の再構築を図ったほか、レディス層、ジュニア・キッズ層の品揃えを強
化拡大いたしました。これらの提案が受け入れられる結果となり、トレーニングウェア部門の売上高は前期比
119.1％となりました。 

 競技スポーツ用品・用具部門では、主力のシューズ部門を中心に、新入学、運動会、各大会用のコーナーを設
置するなどお客様がお買い求めやすい売場づくりをいたしました。また、クラブ活動関連商品を充実したこと
で、エナメルバッグなどの需要が拡大したほか、野球における硬式グローブ、皮底スパイクシューズといった高
機能、高価格帯の商品への買い替え需要が順調に推移いたしました。また、ワールドワイドのスポーツイベント
の関連商品の充実を図ることでスポーツを楽しむ売場づくりが展開できました。今年度より、学生応援カードと
してプレイヤーズＩＤカードを新たに導入し、学生層への囲い込みを図ったことで顧客化が進むなど、競技スポ
ーツ用品・用具部門の売上高は前期比115.4％となりました。 

 アウトドア・マリンスポーツ用品・用具部門では、キャンプのテントセットなどファミリー向けに商品の充実
を図りましたが、アウトドア人口の減少も影響し顧客ニーズを拡大するまでには至りませんでした。トレッキン
グ用品では、シニア層、レディス層を意識したウェア関連商品の品揃えを強化したことが受け入れられました。
これらによりアウトドア・マリンスポーツ用品・用具部門の売上高は前期比122.4％となりました。 

②メンズ・ビジネス衣料他 
 メンズ・ビジネス衣料、メンズ・カジュアル衣料、レディス・カジュアル衣料、その他部門につきましては、
平成17年９月１日をもって、メンズ事業ならびにメディア事業（ブック店、カラオケ店、カフェ店）を営業譲渡
したことによりそれぞれ減収となりました。 



 (2) キャッシュ・フローの状況 

（単位 百万円）

  
 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は34,529百万円となり、前連結会計年度と比べ7,625
百万円増加いたしました。 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益10,919百万円と大幅に増加したことや仕入債
務の増加2,637百万円の収入などにより11,953百万円となり、前連結会計年度と比べ12,062百万円増加いたしまし
た。 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、連結範囲の変更を伴う新規連結子会社株式の取得による支出や営業譲
渡による収入があったものの、有形固定資産の取得による支出3,149百万円や無形固定資産の取得による支出578
百万円などにより2,278百万の支出となり、前連結会計年度と比べ554百万円支出が増加いたしました。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出1,411百万円や配当金の支払額1,147百万円
などにより2,057百万円の支出となり、前連結会計年度と比べ33百万円の支出が減少いたしました。 
  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 109 11,953 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,724 △2,278 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,090 △2,057 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 30 7 

現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △ 3,954 7,625 

現金及び現金同等物の期首残高 30,859 26,904 

現金及び現金同等物の期末残高 26,904 34,529 



  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産、受注実績 

該当事項はありません。 
  

(2) 商品部門別仕入実績 

  

(注) 1. 「その他」は、書籍及び食材等の仕入を含んでおります。 

2. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

3. 平成17年４月28日付で株式会社ヴィクトリアが連結子会社となったことから、当下期より、同社の実績を含めて記載して

おります。 

4. 平成17年９月１日付でメンズ事業及びメディア事業を営業譲渡したことから、平成17年８月度までの実績を含めて記載し

ております。 

  

部門 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

スポーツ用品・用具         

 ウィンター用品・用具 9,271 14.4 13,197 16.9 

 ゴルフ用品・用具 8,675 13.5 14,716 18.9 

 トレーニングウェア 11,650 18.1 13,382 17.1 

 競技スポーツ用品・用具 22,193 34.4 24,968 32.0 

 アウトドア・マリン 
 スポーツ用品・用具 

5,257 8.1 6,266 8.0 

スポーツ用品・用具計 57,048 88.5 72,530 92.9 

メンズ・ビジネス衣料 1,137 1.8 329 0.4 

メンズ・カジュアル衣料 1,300 2.0 948 1.2 

レディス・カジュアル衣料 2,048 3.2 1,860 2.4 

その他 2,926 4.5 2,394 3.1 

合計 64,461 100.0 78,064 100.0 



(3) 商品部門別販売実績 

  

(注) 1. 「その他」は、書籍及び食材等の販売、宿泊事業等を含んでおります。 

2. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

3. 平成17年４月28日付で株式会社ヴィクトリアが連結子会社となったことから、当下期より、同社の実績を含めて記載して

おります。 

  

(4) 事業部門別販売実績 
  

(注) 1. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

2. サービス事業は、研修宿泊事業、事務サービス事業、保険代理事業及びＩＴ関連事業からなっております。 

3. 平成17年４月28日付で株式会社ヴィクトリアが連結子会社となったことから、当下期より、同社の実績を含めて記載して

おります。 

4. メンズ事業部門及びメディア事業部門は平成17年９月１日付で営業譲渡しております。 

  

部門 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

スポーツ用品・用具         

 ウィンター用品・用具 14,642 15.1 22,327 18.4 

 ゴルフ用品・用具 11,877 12.3 20,903 17.3 

 トレーニングウェア 17,924 18.5 21,341 17.6 

 競技スポーツ用品・用具 32,012 33.1 36,939 30.5 

 アウトドア・マリン 
 スポーツ用品・用具 

7,416 7.7 9,080 7.5 

スポーツ用品・用具計 83,872 86.7 110,592 91.3 

メンズ・ビジネス衣料 2,152 2.2 1,077 0.9 

メンズ・カジュアル衣料 2,164 2.2 1,690 1.4 

レディス・カジュアル衣料 3,951 4.1 3,845 3.2 

その他 4,608 4.8 3,842 3.2 

合計 96,749 100.0 121,048 100.0 

事業部門の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

１ 一般小売事業       

スポーツ事業部門 115,548 95.5 128.6 

メンズ事業部門 1,148 0.9 54.9 

ネクスト事業部門 3,180 2.6 113.9 

メディア事業部門 584 0.5 39.8 

２ サービス事業       

研修宿泊事業部門等 586 0.5 109.9 

合計 121,048 100.0 125.1 



(5) 都道府県別売上高 

  

(注) 1. 福島県の売上高、期末事業所数には、本社、連結子会社清稜山株式会社、ゼビオビジネスサービス株式会社及びゼビオイ

ンシュアランスサービス株式会社に係るものが、東京都の売上高、期末事業所数には、連結子会社株式会社ヴィクトリア

本社及び株式会社プラスタスに係るものが、それぞれ含まれております。 

2. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

3. 開設には、株式会社ヴィクトリアが連結子会社となったことによる増加を含めております。 

都道府県 売上金額(百万円) 構成比(％) 期末事業所数 
期中事業所異動状況 

開設 廃止 

北海道 15,786 13.0 13 1 5 

青森県 2,831 2.3 3 1 ― 

岩手県 2,246 1.9 6 ― 3 

宮城県 5,034 4.2 5 ― 4 

秋田県 2,473 2.0 3 ― 2 

山形県 2,611 2.2 5 1 3 

福島県 10,322 8.5 14 2 8 

茨城県 2,595 2.1 4 1 2 

栃木県 5,214 4.3 5 ― 1 

埼玉県 1,808 1.5 5 4 ― 

千葉県 8,437 7.0 14 6 1 

東京都 15,379 12.7 34 28 2 

神奈川県 3,749 3.1 17 13 ― 

新潟県 4,844 4.0 7 ― 1 

富山県 1,981 1.6 3 ― 1 

石川県 1,634 1.3 2 ― ― 

福井県 848 0.7 1 ― ― 

長野県 4,462 3.7 7 1 ― 

静岡県 2,147 1.8 2 1 ― 

愛知県 5,419 4.5 5 ― ― 

京都府 945 0.8 2 ― ― 

大阪府 3,086 2.6 4 1 ― 

兵庫県 1,711 1.4 3 ― ― 

奈良県 1,174 1.0 3 2 ― 

島根県 86 0.1 1 1 ― 

広島県 1,885 1.6 4 1 ― 

香川県 1,223 1.0 1 ― ― 

福岡県 4,625 3.8 8 3 ― 

佐賀県 80 0.1 1 1 ― 

熊本県 3,435 2.8 4 2 ― 

大分県 1,248 1.0 2 2 ― 

宮崎県 1,716 1.4 2 1 ― 

合計 121,048 100.0 190 73 33 



３ 【対処すべき課題】 

 将来的に予測されるわが国における国民の税負担、社会保障費負担の増加による消費環境の不透明感の中、長期
的な少子高齢化による人口減などの社会環境の変化と、当社の属する小売業界における「勝ち組」によるマーケッ
トの寡占化が進み競争が激化しております。これらの市場環境に対応するため、子会社となった株式会社ヴィクト
リアとの相乗効果を最大限に活かし、スポーツ事業への効率の伴った投資を拡大することにより、スポーツ業界に
おける確固たる競争優位性を確立し、グループの企業価値を高めてまいります。 
 また、当社グループの顧客カード会員の拡大とサービスの充実を図り、お客様に再来店していただける魅力ある
カード戦略とＷｅｂサイトの充実を図ってまいります。さらに、「ネクスト」の事業基盤の安定とブランドの市場
認知を図ってまいります。 
 これらの収益力の拡大を達成するために、新たな成長戦略に対応できる組織改革と業務改革を推進してまいりま
す。 
 高いストアロイヤリティを実現するため、「お客様の声」と「従業員の声」を売場に反映させることで、店舗環
境や売場効率を改善し、競争優位性をもった業態を目指してまいります。 

 また、内部監査機能の充実・強化を中心とするリスク管理や、法令・社会規範の遵守などのコンプライアンスの
強化を進め、特に商品の品質管理や個人情報保護を徹底してまいります。 
 加えて、内部統制に関する基本方針を定め、取締役、使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保する
ための体制をはじめ、当社及びグループ各社の業務の適正性、効率性を確保する為の体制を確立してまいります。
  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可
能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出
日（平成18年６月29日）現在において当社グループが判断したものであります。 
(1) 出店に関するリスク 
 当社が店舗を出店する場合、1,000平方メートルを超える店舗が中心であるため、大規模小売店舗立地法（以
下、「大店立地法」という）の手続きを経て出店をしていく必要があります。このため、これらの調整過程の中
で、計画した出店ができない場合があり、事業計画が達成されないリスクがあります。 
 大店立地法は、大規模小売店舗を新設するとき、または、開店後に施設の配置や運営方法を変更するとき、それ
によっておこる交通や騒音等の影響を緩和し、周辺の生活環境との調和を図ることを目的に、地域住民の皆様や地
元の事業者、商工会議所等及び市町村の意見を聴きながら大規模小売店舗の設置者（建物の所有者）に一定の配慮
を求めていく手続きを定めた制度であります。 
大店立地法の運用主体は、都道府県と政令指定都市であり、大規模小売店舗の設置者に配慮が求められる事項は
「交通」、「騒音」、「廃棄物」など、生活環境に関する事項となっております。 
  
(2) 敷金・保証金の貸倒れリスク 
 当社の出店に際し、通常、店舗賃借先に対して相当額の敷金ならびに保証金を支出する場合がほとんどでありま
す。契約に際しては、相手先の信用状態を十分判断したうえで出店の意思決定をいたしますが、その後の経済環境
の変化や契約先の信用状態の悪化により差し入れた敷金・保証金の貸倒れリスクがあります。 
  
(3) 為替リスク 
 当社は、スポーツ用品・用具や衣料の一部を海外から直接輸入しており、その取引額の範囲内で、輸入取引に係
る将来の為替変動リスクを回避する目的としてドル建ての通貨オプション取引を行っております。この通貨オプシ
ョン取引は、為替相場等の変動による一般的な市場リスクを有しております。 
また、扱っているスポーツ用品や衣料用品は、直接及び間接を含め、輸入商品が多く含まれるため一般的に円高
になれば、仕入価格は低減傾向になり、円安になれば仕入価格は上昇する傾向にあるため、売上総利益率の変動を
受けるリスクがあります。 
  
(4) 個人情報の取扱に関するリスク 
 当社グループでは、「ゼビオカード」等のポイントカード会員の個人情報を保有しております。個人情報保護に
ついては、個人情報保護対策チームを設置し、経済産業省のガイドラインに沿った形で、方針・規定の整備、従業
員の教育、個人情報の漏洩防止策等の安全対策をとっておりますが、万一、個人情報が流出した場合には、当社グ
ループの信用が低下し経営成績に影響を受ける可能性があります。 
  



５ 【経営上の重要な契約等】 

（提出会社） 
 業務提携契約 
 契約先    ＮＥＸＴ ＰＬＣ（ネクスト社 英国） 
 契約日    平成16年８月１日 
 契約の内容  製造小売チェーンネクスト社が企画・製造する商品（メンズ、ウィメンズ、チルドレンズの衣料

等）を、日本国内において販売する。 
 契約の期間  ７年 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ21,352百万円増加し、117,106百万円となりました。これ
は、株式会社ヴィクトリアを連結子会社化したことによる資産の受け入れが主な要因であります。そのうち、たな卸
資産は、子会社受け入れ分の増加と出店による売場面積の増加により8,121百万円増加いたしました。また、営業キ
ャッシュ・フローの増加により現金及び預金は6,125百万円増加し、敷金は2,700百万円増加したことなどによるもの
であります。 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末に比べ16,243百万円増加し、44,186百万円となりました。流動負債
は、子会社受け入れ分による支払手形、支払信託及び買掛金、ポイントサービス引当金の増加などにより10,825百万
円増加し、36,794百万円となりました。固定負債は、連結調整勘定3,890百万円の増加や事業再構築引当金の増加等
により5,418百万円増加し、7,392百万円となりました。 

 資本は、利益剰余金の増加5,839百万円などにより、72,919百万円となりました。 

  
①売上高の状況 
 当連結会計年度の連結売上高は、121,048百万円となり、前期比24,299百万円（25.1％増加）の増加となりまし
た。これは、ウィンター用品・用具、冬物衣料、競技用品、ゴルフ用品の販売が順調だったことや新店舗の寄与なら
びに株式会社ヴィクトリアの下期売上の組み入れが主な増収要因であります。 
  
②販売費及び一般管理費 
 当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前期に比べ6,081百万円増加し33,061百万円となりました。新規出店
10店舗（子会社含む）による増加、売上の増加による販売費増加やテレビコマーシャル投入による広告宣伝費の増加
などによるものであります。 
  
③営業利益 
 当連結会計年度は、当社の増益ならびに株式会社ヴィクトリアの業績回復も貢献し、営業利益は10,239百万円と前
期比1,905百万円増加いたしました。 
  
④営業外損益、特別損益 
 営業外収益は、連結調整勘定償却301百万円の計上などにより1,754百万円となりました。 
 また、営業外費用は、不動産賃貸費用864百万円などにより881百万円となりました。これにより、経常利益は
11,112百万円となり、前期比2,332百万円増加いたしました。 
 特別利益は、株式会社ヴィクトリアの事業再構築引当金の戻入益155百万円などにより386百万円となりました。ま
た、特別損失は店舗関連の減損損失273百万円の計上などにより579百万円となりました。 
  
⑤当期純利益 
 当連結会計年度の当期純利益は6,996百万円（前期比106.2％増加、3,603百万円の増加）となり過去最高益を達成
することができました。 
  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 
当社グループでは、他社との差別化及びより一層の経営の効率化を推進し、業容の拡大を図るため、店舗の新設(10

店舗)を中心に敷金、保証金を含め3,588百万円の設備投資を実施いたしました。主な投資内訳は、次のとおりであり
ます。 

また、当連結会計年度において店舗網の整理・統合による運営効率の向上を図るため33店舗を営業譲渡及び退店
し、固定資産除却損を89百万円計上しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 
当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 
(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 1. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

2. 帳簿価額の内「その他」は敷金、保証金であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

3. 賃貸店舗の「その他」は、賃貸不動産及びその敷金、保証金であり、その内容は、建物及び構築物839百万円、車両運搬

具及び器具備品6百万円、土地587百万円(6,113㎡)、敷金、保証金947百万円であります。 

4. 「土地」は、自己所有土地についてのみ記載しております。 

5. 従業員数の［ ］は、臨時雇用者数を外書きしております。 

6. 「売場面積」は、賃借部分も含めて表示しております。 

7. 上記の他、主要なリース設備は、次のとおりであります。 

  

一般小売事業 スポーツ事業部門 3,205百万円
  ネクスト事業部門 140百万円

事業所名 

(所在地) 

事業の種類 

の名称 

設備の 

内容 

帳簿価額(百万円) 
年間 

賃借料 

(百万円) 

従業

員数 

(人) 

売場 

面積 

(㎡) 

建物及び 

構築物 

車両運搬具

及び 

器具備品 

土地 

(面積㎡) 
その他 合計 

スーパースポーツ 

ゼビオ仙台泉中央店 

(宮城県仙台市泉区) 

他103店舗 

スポーツ 

事業部門 

店舗 

設備 
6,741 1,185 

5,526 

(41,416)
14,037 27,491 5,344 

461 

［2,921］
256,254 

ネクスト自由が丘店 

(東京都目黒区) 

他17店舗 

ネクスト 

事業部門 

店舗 

設備 
312 26 

― 

(―)
526 865 572 

18 

［157］
6,679 

本宮流通センター 

(福島県安達郡 

本宮町) 

その他 

共通 

物流 

倉庫 
1,379 11 

591 

(23,160)
― 1,983 ― 

8 

［71］
― 

本社 

(福島県郡山市) 

その他 

共通 

統括 

業務 

施設 

288 159 
628 

(3,213)
― 1,075 ― 

73 

［85］
― 

賃貸店舗 

(北海道旭川市他) 

その他 

共通 

店舗 

設備 
― ― 

― 

(―)
2,381 2,381 659 

― 

［―］
― 

リース物件名 設置場所 リース期間 
年間リース料 

(百万円) 

リース契約残高 

(百万円) 

POS及びサーバー等 

コンピューター機器 

店舗、本社及び 

本宮流通センター 
３年～７年 108 25 

店舗什器 店舗 ６年 633 1,654 



(2) 国内子会社 
(平成18年３月31日現在) 

(注) 1. 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

2. 従業員数の［ ］は、平均臨時雇用者数を外書きしております。 

3. 上記の他、提出会社から賃借している設備及び出向している雇用者数は、次のとおりであります。 

4. 上記の他、主要なリース設備は、次のとおりであります。 

  

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類 

の名称 

設備の 

内容 

帳簿価額(百万円) 
従業 

員数 

(人) 

建物及び 

構築物 

車両運搬具

及び 

器具備品 

土地 

(面積㎡) 
合計 

清稜山㈱ 
清稜山倶楽部 

(福島県郡山市) 

サービス事

業 

研修施設

宿泊設備
181 5 

296 

(3,114)
483 

16 

［30］

ゼビオビジネスサ

ービス㈱ 

本社 

(福島県郡山市) 

サービス事

業 

事務所 

設備 
1 2 

― 

(―)
4 

15 

［20］

ゼビオインシュア

ランスサービス㈱ 

本社 

(福島県郡山市) 

サービス事

業 

事務所 

設備 
― 0 

― 

(―) 
0 

1 

［1］

㈱ヴィクトリア 

本社 

(東京都千代田区) 
その他共通 

事務所 

設備 
8 28 

― 

(―) 
37 

31 

［8］

ヴィクトリア本店 

(東京都千代田区) 

他61店舗 

スポーツ事

業部門 

店舗 

設備 
1,054 157 

― 

(―) 
1,211 

351 

［440］

㈱プラスタス 
本社 

(東京都港区) 

サービス事

業 

事務所 

設備 
2 9 

― 

(―) 
12 

23 

［2］

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類 

の名称 

設備の 

内容 

提出会社帳簿価額(百万円) 
出向 

者数 

(人) 

建物及び 

構築物 

車両運搬具

及び 

器具備品 

土地 

(面積㎡) 
合計 

清稜山㈱ 
清稜山倶楽部 

(福島県郡山市) 

サービス事

業 

研修施設

宿泊設備
223 2 

192 

(2,694)
418 3 

ゼビオビジネス

サービス㈱ 

本社 

(福島県郡山市) 

サービス事

業 

事務所 

設備 
19 0 

― 

(―)
20 15 

㈱ヴィクトリア 
本社 

(東京都千代田区) 
その他共通 

事務所 

設備 
― ― 

― 

(―)
― 2 

㈱プラスタス 
本社 

(東京都港区) 

サービス事

業 

事務所 

設備 
― ― 

― 

(―)
― 1 

会社名 リース物件名 設置場所 リース期間 
年間リース料 

(百万円) 

リース契約残高

(百万円) 

㈱ヴィクトリア 

POS及びサーバー等 

コンピューター機器 

店舗、本社及び 

物流センター 
３年～７年 122 387 

店舗什器 店舗 ５年～10年 21 56 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 
当社グループの設備投資は、提出会社及び連結子会社(５社)が個別に策定しております。 
提出会社においては、国内の経済動向及び個人消費の推移等を勘案し、店舗開発部門で出店候補地を選定、投資検
討会で検討し、取締役会にて決定することとしております。当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修
等に係る投資予定額(所要資金)4,530百万円(敷金、保証金含む)は、自己資金により賄う予定であります。 
連結子会社においては、重要な設備の新設、増設計画は予定しておりません。 
  
(1) 重要な新設 

  

(注) 投資予定金額は、敷金、保証金を含んでおります。なお記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 重要な増設 
該当事項はありません。 

  

(3) 重要な除却等 
該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類 

の名称 

設備の 

内容 

投資予定金額 
資金調達

方法 

着手及び完了予定年月 完成後の 

増加能力 

(売場面積) 

(㎡) 

総額 

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了 

提出会社 

スーパースポーツゼビオ 

仙台泉バイパス店 

（宮城県仙台市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 237 25 自己資金 平成18年２月 平成18年４月 2,808 

スーパースポーツゼビオ 

イオン若松店 

（福岡県北九州市） 

スポーツ 
事業部門 

店舗設備 261 ― 自己資金 平成18年４月 平成18年６月 2,310 

ゼビオスポーツ 

ヨークタウン足利店 

（栃木県足利市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 90 ― 自己資金 平成18年５月 平成18年６月 1,376 

スーパースポーツゼビオ 

ゆめタウン筑紫野店 

（福岡県筑紫野市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 226 ― 自己資金 平成18年４月 平成18年６月 2,970 

スーパースポーツゼビオ 

ル・パークみかわ店 

(山形県田川郡三川町) 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 611 32 自己資金 平成18年３月 平成18年７月 3,960 

スーパースポーツゼビオ 

米沢店 

（山形県米沢市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 229 13 自己資金 平成18年４月 平成18年９月 1,650 

ネクスト 

海老名店 

(神奈川県海老名市) 

ネクスト 

事業部門 
店舗設備 64 ― 自己資金 平成18年８月 平成18年９月 488 

スーパースポーツゼビオ 

佐久店 

（長野県佐久市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 594 ― 自己資金 平成18年６月 平成18年11月 2,775 

スーパースポーツゼビオ 

新潟西店 

（新潟県新潟市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 172 ― 自己資金 平成18年９月 平成18年11月 2,244 

スーパースポーツゼビオ 

佐賀店 

（佐賀県佐賀市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 408 56 自己資金 平成18年８月 平成18年11月 3,135 

スーパースポーツゼビオ 

津店 

（三重県津市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 742 72 自己資金 平成18年８月 平成18年11月 4,455 

ネクスト 

柏の葉店 
（千葉県柏市） 

ネクスト 

事業部門 
店舗設備 128 ― 自己資金 平成18年８月 平成18年11月 831 

スーパースポーツゼビオ 

小倉葛原店 
（福岡県北九州市） 

スポーツ 

事業部門 
店舗設備 407 ― 自己資金 平成18年７月 平成18年12月 4,290 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

(注) 1. 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

2. 平成17年12月20日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株式総

数は45,000,000株増加し、135,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成17年12月20日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を1.5株に株式分割いたしました。これにより株式

数は15,970,341株増加し、発行済株式総数は47,911,023株となっております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 31,940,682 47,911,023
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 31,940,682 47,911,023 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 
旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 
① 平成17年６月29日定時株主総会決議 

  

(注) 1. 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

2. 平成17年12月20日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を1.5株に分割したことに

より、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 1,933 1,768
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 

193,300 265,200
なお、当社が株式分割又は株式併
合を行う場合、次の算式により目
的となる株式の数を調整するもの
とする。ただし、かかる調整は、
本件新株予約権のうち、当該時点
で行使されていない新株予約権の
目的となる株式の数について行わ
れ、調整の結果生じる１株未満の
株式については、これを切り捨て
るものとする。 
調整後株式数＝調整前株式数×分
割・併合の比率 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)1 4,180 2,787

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日
至 平成22年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 4,180
資本組入額 2,090

発行価格 2,787
資本組入額 1,394

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者
は、権利行使時においても、当
社及び子会社の取締役、従業員
の地位にあることを要する。た
だし、取締役又は従業員の地位
を失った場合であっても、取締
役の任期満了等の正当な理由に
よる退任、又は従業員の定年、
会社都合等の正当な理由による
退職の場合にはこの限りではな
い。 
②新株予約権者が死亡した場合、
相続人が新株予約権を承継しこ
れを行使することができる。 

③その他の条件については、当定
時株主総会及び新株予約権発行
の取締役会決議に基づき、当社
と新株予約権者との間で締結す
る「新株予約権付与契約」に定
めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取
締役会の承認を要するものとす
る。 

同左 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時   価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 1. 新株引受権の行使による増加であります。 

2. 平成17年12月20日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を1.5株に株式分割いたしました。これにより

株式数は15,970,341株増加し、発行済株式総数は47,911,023株となっております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 1. 自己株式1,398,589株は「個人その他」の欄に13,985単元、「単元未満株式の状況」の欄に89株含まれております。 

 なお、期末日現在の実質的な所有株式数は1,398,589株であります。 

2. 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 
平成18年３月31日現在 

(注) 1. 当事業年度末現在における上記信託銀行４行の信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないた

め記載しておりません。 

2. 上記のほか当社所有の自己株式1,398千株(4.37％)があります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成８年４月１日～ 
平成９年３月31日 

13,441 31,940,682 12 15,935 12 15,907

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 54 21 134 131 ― 2,528 2,868 ―

所有株式数 
(単元) 

― 91,529 989 116,964 59,841 ― 49,829 319,152 25,482

所有株式数 
の割合(％) 

― 28.68 0.31 36.65 18.75 ― 15.61 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

有限会社サンビック 福島県郡山市虎丸町１―９ 5,501 17.22

財団法人諸橋近代美術館 福島県郡山市虎丸町６―16 3,000 9.39

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 2,751 8.61

有限会社ティー・ティー・シー 福島県郡山市虎丸町６―16 2,747 8.60

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 2,212 6.92

諸 橋 輝 子 福島県郡山市 928 2.90

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(信託Ｂ口) 

東京都中央区晴海１―８―12晴海アイランド
トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 

865 2.70

諸 橋 友 良 福島県郡山市 781 2.44

諸 橋 寛 子 福島県郡山市 600 1.88

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 505041 

12 NICHOLAS LANE LONDON EC4N 7BN U.K.
509 1.59

（常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行） 

（東京都中央区日本橋兜町６－７）

計 ― 19,898 62.29



3. 以下の法人から大量保有報告書及び変更報告書の提出を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

①野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会社、野村信託

銀行株式会社から、平成17年12月15日付で提出された大量保有報告書により平成17年11月30日現在でそれぞれ以下のとお

り株式を保有している旨の報告を受けております。 

  
②シュローダー投信投資顧問株式会社及びその共同保有者であるシュローダー・インベストメント・マネージメント・ノー

スアメリカ・リミテッド、シュローダー・インベストメント・マネージメント・リミテッドから、平成18年４月14日付で

提出された変更報告書により平成18年３月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数

（千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 34 0.11

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura  House  1,St.Martin's-le  Grand 

London EC1A 4NP,England 
14 0.05

野村アセットマネジメント株

式会社 
東京都中央区日本橋一丁目12番１号 1,760 5.51

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 9 0.03

氏名又は名称 住所 
所有株式数

（千株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

シュローダー投信投資顧問株

式会社 
東京都千代田区丸の内１－１１－１ 622 1.95

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・ノー

スアメリカ・リミテッド 

英国EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・ス

トリート31 
164 0.51

シュローダー・インベストメ

ント・マネージメント・リミ

テッド 

英国EC2V 7QA ロンドン、グレシャム・ス

トリート31 
184 0.58



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 1. 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれております。 

2. 「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が89株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式   ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等)   ― ― ― 

議決権制限株式(その他)   ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 
1,398,500 ― ― 

完全議決権株式(その他)(注)1 普通株式 30,516,700 305,167 ― 

単元未満株式(注)2 普通株式 25,482 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数   31,940,682 ― ― 

総株主の議決権   ― 305,167 ― 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式 

総数に対する

所有株式数 

の割合(％) 

(自己保有株式) 

ゼビオ株式会社 

福島県郡山市朝日 

三丁目７番35号 
1,398,500 ― 1,398,500 4.37 

計 ― 1,398,500 ― 1,398,500 4.37 



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定
に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 
  

(平成17年６月29日定時株主総会決議) 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び子会社の取締役、執行役員、従業員に対して特に
有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月29日の定時株主総会において特別決議されたもの
であります。 

  

(注) 平成18年５月31日現在におきましては、付与対象者は退職等により20名減少し、198名であり、新株発行予定数は265,200株

（株式分割調整後）であります。 

  

決議年月日 平成17年６月29日 

付与対象者の区分及び人数(名) 

当社取締役   ４ 

当社従業員   86 

子会社取締役  ３ 

子会社従業員 125 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 

198,800 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により

目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整

は、本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未

満の株式については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月29日現在

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の所有状況】 

平成18年６月29日現在

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

 長期に亘る安定的な経営基盤の確保を目指し、内部留保の充実を図るとともに、業績に応じた適正な利益配分を継
続的に実施することを基本方針としております。 
 内部留保につきましては、安定成長に向けた財務体質の強化と今後とも予想される競争の激化に対処するため、①
店舗の新設及び改装や増床への投資、②消費者の多様なニーズに的確に応えるための商品開発への投資、③経営の効
率化に向けた情報システムへの投資などに活用し、経営基盤の安定と拡大に努めてまいります。なお、平成１8年３月
期の期末配当につきましては22円50銭となりました。これにより、年間では前期に比べ５円増配の40円となりまし
た。 
(注) 第34期中間配当に関する取締役会決議日は、平成17年12月12日であります。 
  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月12日決議） 
320,000 1,504,000,000 

前決議期間における取得自己株式 320,000 1,401,600,000 

残存決議株式数及び価額の総額 ― 102,400,000 

未行使割合(％) ― 6.81 

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 320,000 



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 1. 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

2. □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 1. 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

2. □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 2,025 2,450 3,160 3,550 
7,160 

□4,140 

最低(円) 1,196 1,480 1,687 2,675 
2,870 

□3,820 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 5,100 5,580 6,690 7,160 7,020 
6,280 

□4,140 

最低(円) 4,050 4,900 5,130 5,640 5,430 
5,080 

□3,820 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株) 

代表取締役 
社長 

― 諸 橋 友 良 昭和39年８月28日生 

昭和63年４月

  
平成６年12月

平成９年12月

平成12年５月

  
平成12年６月

  
平成13年10月

平成14年７月

平成15年２月

  
平成15年２月

平成17年４月

大永紙通商株式会社(現国際紙パルプ商事株式会

社)入社 
当社入社 
当社スポーツ事業本部商品三部長 
当社執行役員営業本部スポーツ事業部副部長兼商

品二部長 
当社取締役・執行役員営業本部スポーツ事業部副

部長兼商品二部長 
当社取締役スポーツ事業部長兼商品部長 
当社常務取締役営業本部長 
当社代表取締役社長(現任) 
［主要な兼職］ 
株式会社カイザー代表取締役社長(現任) 
株式会社ヴィクトリア代表取締役社長(現任) 

1,172

代表取締役 
専務 

― 石 井 道 夫 昭和10年11月２日生 

昭和29年３月

昭和61年６月

平成３年６月

平成４年６月

平成５年６月

平成13年10月

平成15年２月

  
平成18年６月

株式会社福島相互銀行(現株式会社福島銀行)入行 
同行常務取締役中通りブロック長 
同行常務取締役人事担当 
同行退職 
当社取締役 
当社専務取締役 
当社代表取締役専務(現任) 
［主要な兼職］ 
ゼビオカード株式会社代表取締役社長(現任) 

4

常務取締役 
事業戦略 
室長 

藤 澤   剛 昭和38年４月２日生 

昭和61年４月

平成４年７月

平成９年６月

平成13年４月

平成14年10月

平成17年７月

平成18年６月

  
平成18年６月

平成18年６月

三井物産株式会社入社

同社繊維第一部 
イタリア三井物産株式会社繊維課 
アルカンターラ株式会社出向取締役 
三井物産株式会社繊維第二部 
当社出向執行役員事業戦略室長 
当社常務取締役事業戦略室長(現任) 
［主要な兼職］ 
株式会社ヴィクトリア取締役(現任) 
ゼビオカード株式会社常務取締役(現任) 

―

取締役 ― 大 滝 秀 雄 昭和31年７月27日生 

昭和54年３月

昭和62年９月

平成２年３月

平成５年４月

平成12年５月

平成12年６月

  
平成13年10月

平成15年１月

平成15年７月

  
平成16年７月

当社入社

当社福島総本店店長 
当社人事部長 
当社人事総務部長 
当社営業本部副本部長(スポーツ事業部担当) 
当社取締役営業本部副本部長(スポーツ事業部担

当) 
当社取締役人材開発部担当兼人材開発部長 
当社取締役人事教育部担当 
当社取締役(現任) 
［主要な兼職］ 
ゼビオビジネスサービス株式会社代表取締役社長

(現任) 

10

取締役 ― 大 山 雄 彦 昭和39年３月５日生 

昭和62年３月

昭和63年８月

平成２年８月

  
平成３年３月

平成12年６月

平成14年７月

平成15年７月

  
平成16年６月

  
平成18年６月

当社入社

当社ゼビオスポーツ弘前店店長 
当社スポーツ事業部北東北エリアマネジャー兼ゼ

ビオスポーツ盛岡上堂店店長 
当社スポーツ事業部商品一部バイヤー 
当社営業本部商品一部一課チーフバイヤー 
当社執行役員商品１グループリーダー 
当社執行役員商品部門長兼商品１グループリーダ

ー 
当社取締役(現任) 
［主要な兼職］ 
株式会社ヴィクトリア常務取締役(現任) 

3

取締役 財務部門長 阿 部   正 昭和32年２月22日生 

昭和57年２月

  
昭和62年３月

昭和63年８月

平成２年８月

平成12年５月

平成13年10月

平成14年６月

平成15年７月

福島クラリオン株式会社(現クラリオン販売株式会

社)入社 
当社入社 
当社経理課長 
当社経理部長 
当社執行役員経営計画本部財務部長 
当社執行役員財務部長 
当社取締役財務部担当兼財務部長 
当社取締役財務部門長(現任) 

3



  

  
(注) 1. 寺口紘一、谷代正毅の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

2. 監査役小谷野幹雄、渡邉航の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

3. 当社では、意思決定・監督と業務執行の分離による取締役会の一層の活性化のため、また、担当業務の数値責任をより明

確にするために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は３名で、業務推進部門長大島康夫、商品部門長石塚晃一、店舗開発部門長種田利久で構成されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株) 

取締役 ― 寺 口 紘 一 昭和16年６月19日生 

昭和39年４月

平成８年４月

平成９年４月

平成14年９月

平成16年５月

平成17年６月

丸紅飯田株式会社（現丸紅株式会社）入社 
同社繊維資材本部副本部長 
パスポートファッション（香港）社長 
同社退任 
経済産業省産業構造審議会臨時委員(現任) 
当社取締役(現任) 

―

取締役 ― 谷 代 正 毅 昭和18年12月11日生 

昭和42年４月

平成５年６月

平成８年６月

平成11年６月

平成14年４月

平成16年６月

平成18年６月

株式会社日本興業銀行入行

同行ロサンゼルス支店長 
同行常任監査役 
同行常務執行役員 
ユーシーカード株式会社代表取締役副社長 
富士重工業株式会社常勤監査役(現任) 
当社取締役(現任) 

―

監査役 常勤 荒 川 二三男 昭和23年６月16日生 

昭和52年４月

昭和60年５月

昭和62年11月

平成２年11月

平成４年４月

平成４年６月

平成10年５月

平成12年５月

平成13年10月

平成14年７月

平成15年６月

当社入社

当社総務部長 
当社取締役総務部長 
当社メンズ事業本部販売部長 
当社本宮流通センター長 
当社取締役本宮流通センター長 
当社取締役ファッション事業本部営業二部長 
当社取締役総務部長 
当社取締役総務部担当兼総務部長 
当社取締役内部監査室長 
当社監査役(現任) 

7

監査役 常勤 大和田 美 明 昭和25年６月４日生 

昭和49年４月

昭和52年９月

昭和55年５月

昭和61年９月

昭和62年11月

平成12年５月

平成13年10月

平成14年７月

平成15年７月

平成16年６月

当社入社

当社新潟プラザ店長 
当社店舗統括部長 
当社店舗開発部長 
当社取締役店舗開発部長 
当社取締役経営計画本部副本部長 
当社取締役経営計画部担当 
当社取締役経営企画部担当兼店舗開発部担当 
当社取締役 
当社監査役(現任) 

15

監査役 非常勤 小谷野 幹 雄 昭和36年６月20日生 

昭和60年４月

昭和63年８月

平成８年８月

平成８年９月

平成12年６月

大和証券株式会社入社

公認会計士登録 
大和証券株式会社退職 
小谷野公認会計士事務所開業(現) 
当社監査役(現任) 

―

監査役 非常勤 渡 邉   航 昭和18年12月14日生 

平成９年７月

平成13年７月

平成14年７月

平成14年８月

平成17年６月

大館税務署長

山形税務署長 
同署退職 
税理士登録(現) 
当社監査役(現任) 

―

計 1,218



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
 当社は、企業の経営環境が大きく変化し、従来型の経営手法ではグローバル化した環境変化には対応できない
中で、継続的に企業価値を高めていくためには、コーポレート・ガバナンスが重要な経営課題であり、また、企
業活動を牽制する仕組みであると認識しております。 
 このような中で、当社は平成12年から経営組織の改革を継続的に取り組み、コーポレート・ガバナンスの強化
を進めております。 
  

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

当社は、監査役会設置会社であります。 
取締役８名(うち社外取締役２名)、監査役４名(うち社外監査役２名)、執行役員３名（平成18年６月29日現
在）の経営体制をとっております。 
 これまで、執行役員制度の導入により経営の監督と業務執行を分離し、また、取締役の員数を削減し、経
営環境の変化が激しい中で、数値責任の明確化と迅速な意思決定が行える仕組みを整えてまいりました。 
 さらに、取締役の任期を２年から１年に短縮することで、経営責任をより明確にしております。 
 経営の基本方針に関する重要事項を検討する機関として、取締役、執行役員等が構成メンバーになってい
る「経営会議」を週１回開催しております。 
 また、取締役会、経営会議に付議する重要案件を審議する機関として、「人事・報酬検討会」、「資産管
理検討会」、「投資検討会」を設置しております。 
 内部監査は、内部監査室を設置し室長以下５名のスタッフが定期的に店舗監査を実施し、監査役とともに
リスク管理とコンプライアンスの徹底・指導強化に努めております。 
 監査役会は、社外監査役２名(財務、税務の専門家)と２名の常勤監査役が、それぞれの立場から、取締役
を監視・監査しております。また、内部監査室と毎月報告会を開催し、相互連携を図っております。 
 会計監査は、監査法人トーマツが会計監査業務を担っております。 

(2) リスク管理体制の整備状況 

 リスク管理体制は、財務面については会計監査人や社外監査役等において定期的に監査が行なわれ、法務
面については社外弁護士から適宜助言・指導をいただいております。 
 また、コンプライアンスについても、役員・全従業員による法令・社内ルール・倫理規範の遵守徹底を図
るための社内体制整備に注力しております。 

(3) 当社のコーポレート・ガバナンスの取り組み 

平成12年５月 執行役員制度を導入 
平成14年６月 取締役を12名から８名に削減 
平成14年７月 内部監査室を設置し、内部監査機能を充実・強化 
平成15年４月 経営トップ会議からより充実させた経営会議へ変更 
平成15年６月 取締役を８名から６名に削減 
平成15年７月 執行役員を12名から９名に削減 
        重要事項を検討する「人事・報酬検討会」、「資産管理検討会」、 
        「投資検討会」を設置 
平成16年６月 取締役の任期を２年から１年に短縮 
平成17年６月 取締役の定員を15名以内から８名以内に変更し、社外取締役を１名選任 
平成18年６月 社外取締役を２名選任 

  



(4) 当社のコーポレート・ガバナンス体制 
  

 
  

(5) 会計監査の状況 
 ａ．業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名 

   ※継続監査年数につきましては全員７年以内であるため記載を省略しております。 
 ｂ．監査業務に係る補助者の構成 
   公認会計士 ２名 
   会計士補  ４名 
   その他   ２名 
(6) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役２名、社外監査役２名はいずれも、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係は
ありません。 

  
(役員報酬の内容) 
当期において、当社の取締役及び監査役に支払った報酬は、取締役７名に対し48百万円（うち社外取締役 １名
２百万円）、監査役５名に対し21百万円（うち社外監査役 ３名 ５百万円）であります。この報酬金額には使用
人兼務取締役に対する使用人分給与32百万円は含まれておりません。 
(監査報酬の内容) 
当社が監査法人トーマツと締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は20百万円であり、
それ以外の業務に基づく報酬は20百万円であります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

指定社員・業務執行社員 公認会計士 手塚仙夫 監査法人トーマツ 

指定社員・業務執行社員 公認会計士 御子柴顯 監査法人トーマツ 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以
下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財
務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及
び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３
月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監
査法人トーマツにより監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金     28,904   35,029  

 ２ 受取手形及び売掛金     1,817   2,651  

 ３ 有価証券     499   499  

 ４ たな卸資産     21,913   30,034  

 ５ 繰延税金資産     720   820  

 ６ その他     971   1,402  

    貸倒引当金     △0  

57.3

 △9  

    流動資産合計     54,825  70,429 60.1

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産           

  (1) 建物及び構築物   21,766   23,492    

    減価償却累計額   △12,655 9,111  △13,252 10,240  

  (2) 土地     7,208   7,536  

  (3) 建設仮勘定     366   29  

  (4) その他   3,784   5,015    

    減価償却累計額   △2,605 1,179  △3,424 1,591  

    有形固定資産合計     17,865 18.6  19,397 16.6

 ２ 無形固定資産     293 0.3  835 0.7

 ３ 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券 ※１   687   1,452  

  (2) 長期貸付金     82   135  

  (3) 繰延税金資産     2,017   1,780  

  (4) 差入保証金     9,681   10,015  

  (5) 敷金     7,044   9,745  

  (6) 賃貸不動産   4,245   4,082    

    減価償却累計額   △3,053 1,192  △2,896 1,186  

  (7) その他     2,683   2,628  

    貸倒引当金     △619   △500  

    投資その他の資産合計     22,769 23.8  26,443 22.6

    固定資産合計     40,928 42.7  46,676 39.9

   資産合計     95,754 100.0  117,106 100.0

        



  

  

    
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形、支払信託及び 

買掛金 
    20,950   28,696  

２ 短期借入金     ―   155  

３ １年内返済長期借入金     ―   28  

４ 未払法人税等     1,824   2,250  

５ 賞与引当金     455   535  

６ ポイントサービス引当金     656   1,646  

７ その他     2,082   3,482  

   流動負債合計     25,969 27.1  36,794 31.4

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     ―   43  

２ 繰延税金負債     116   116  

３ 退職給付引当金     1,166   1,324  

４ 役員退職慰労引当金     46   57  

５ 事業再構築引当金     ―   1,230  

６ 連結調整勘定     ―   3,890  

７ その他     644   729  

   固定負債合計     1,974 2.1  7,392 6.3

  負債合計     27,943 29.2  44,186 37.7

(資本の部)           

Ⅰ 資本金 ※２   15,935 16.6  15,935 13.6

Ⅱ 資本剰余金     15,999 16.7  16,086 13.8

Ⅲ 利益剰余金     38,687 40.4  44,527 38.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金     203 0.2  365 0.3

Ⅴ 自己株式 ※３   △3,014 △3.1  △3,995 △3.4

資本合計     67,811 70.8  72,919 62.3

負債及び資本合計     95,754 100.0  117,106 100.0

            



② 【連結損益計算書】 
  

  
  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     96,749 100.0  121,048 100.0

Ⅱ 売上原価     61,434 63.5  77,747 64.2

   売上総利益     35,314 36.5  43,301 35.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   26,980 27.9  33,061 27.3

   営業利益     8,334 8.6  10,239 8.5

Ⅳ 営業外収益           

 １ 受取利息   112   133    

 ２ 受取配当金   4   8    

 ３ 為替差益   139   192    

 ４ 不動産賃貸収入   954   954    

 ５ 連結調整勘定償却   ―   301    

 ６ その他   134 1,346 1.4 163 1,754 1.4

Ⅴ 営業外費用           

 １ 支払利息   ―   2    

 ２ 不動産賃貸費用   889   864    

 ３ その他   11 901 0.9 13 881 0.7

   経常利益     8,779 9.1  11,112 9.2

Ⅵ 特別利益           

 １ 貸倒引当金戻入益   279   53    

 ２ 預り保証金解約益   3   4    

 ３ 保険金収入   ―   4    

 ４ 事業整理損失引当金戻入益   106   ―    

 ５ 事業再構築引当金戻入益   ―   155    

 ６ 営業譲渡益   ―   121    

 ７ 閉店損失戻入益   ― 390 0.4 45 386 0.3

Ⅶ 特別損失           

 １ 固定資産除却損 ※２ 66   89    

 ２ 投資有価証券売却損   6   ―    

 ３ 敷金・保証金解約損   2   60    

 ４ 退職給付引当金繰入額   82   ―    

 ５ 減損損失 ※４ 3,108   273    

 ６ 割増退職金   ―   75    

 ７ 閉店損失   ―   58    

 ８ その他 ※３ 81 3,346 3.5 22 579 0.5

税金等調整前当期純利益     5,823 6.0  10,919 9.0

   法人税、住民税及び事業税   3,543   3,895    

   法人税等調整額   △1,112 2,431 2.5 27 3,923 3.2

   当期純利益     3,392 3.5  6,996 5.8

            



  

③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高    15,915   15,999

Ⅱ 資本剰余金増加高        

   自己株式処分差益   83 83 87 87

Ⅲ 資本剰余金期末残高    15,999   16,086

         

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高    36,396   38,687

Ⅱ 利益剰余金増加高        

 当期純利益   3,392 3,392 6,996 6,996

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 配当金   1,092  1,147  

２ 役員賞与   9 1,101 9 1,156

Ⅳ 利益剰余金期末残高    38,687   44,527

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益  5,823 10,919
   減価償却費  1,598 1,906
   減損損失  3,108 273
   連結調整勘定償却額  ― △301
   貸倒引当金の減少額  △279 △119
   賞与引当金の増減額(減少：△)  △3 55
   ポイントサービス引当金の増減額(減少：△)  105 △2
   退職給付引当金の増加額  359 157
   役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)  △1 10
   受取利息及び受取配当金  △117 △142
   災害損失  81 1
   支払利息  ― 2
   為替差益  △125 △158
   固定資産除売却損  66 89
   営業譲渡益  ― △121
   売上債権の増加額  △65 △167
   たな卸資産の増加額  △3,115 △693
   仕入債務の増減額(減少：△)  △2,773 2,637
   未払消費税等の増減額(減少：△)  △454 344
   役員賞与の支払額  △9 △9
   その他  △28 649

小計  4,169 15,333

   利息及び配当金の受取額  34 55
   利息の支払額  ― △3
   災害による損失支払額  △46 △1
   災害による保険金収入  27 4
   法人税等の支払額  △4,293 △3,434

営業活動によるキャッシュ・フロー  △109 11,953

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
   定期預金の預入による支出  △2,000 △1,000
   定期預金の払戻による収入  2,000 2,500
   有価証券の売買等による収支(純額)  1,000 ―
   有形固定資産の取得による支出  △1,843 △3,149
   有形固定資産の除却による支出  △15 △32
   無形固定資産の取得による支出  △71 △578
   投資有価証券の取得による支出  ― △492
   投資有価証券の売却による収入  5 ―
   敷金・保証金の差入による支出  △1,678 △658
   敷金・保証金の返還による収入  937 1,539
   預り保証金の受入による収入  17 38
   預り保証金の返還による支出  △45 △120
   連結範囲の変更を伴う新規連結子会社の取得による支

出 
※２ ―  △2,199

   営業譲渡による収入  ―  1,871
   その他  △31 3

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,724 △2,278

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   長期借入金の返済による支出  ― △16
   自己株式の取得による支出  △1,490 △1,411
   自己株式の売却による収入  492 518
   配当金の支払額  △1,092 △1,147

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,090 △2,057

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △30 7

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  △3,954 7,625

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  30,859 26,904

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 26,904 34,529

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

清稜山株式会社 

ゼビオビジネスサービス株式会

社 

上記のうち、ゼビオビジネスサー

ビス株式会社については、当連結

会計年度において新たに設立し、

連結の範囲に含めております。 

(1)連結子会社の数 ５社 

連結子会社名 

清稜山株式会社 

ゼビオビジネスサービス株式会

社 

株式会社ヴィクトリア 

株式会社プラスタス 

ゼビオインシュアランスサービ

ス株式会社 

株式会社ヴィクトリア及び株式会

社プラスタスは当連結会計年度の

株式取得に伴い当連結会計年度よ

り連結子会社となりました。な

お、株式会社ヴィクトリアにおけ

るデット・エクイティ・スワップ

を伴う減増資が平成17年８月に実

施されたことから、みなし取得日

を平成17年９月末としておりま

す。 

ゼビオインシュアランスサービス

株式会社については、当連結会計

年度において新たに設立し、連結

の範囲に含めております。 

  (2)非連結子会社の名称等 

株式会社カイザー 

・連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社株式会社カイザー

は、小規模会社であり総資産、

売上高、当期純利益及び利益剰

余金等は連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

(2)非連結子会社の名称等 

株式会社カイザー 

・連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社株式会社カイザー

は、小規模会社であり総資産、

売上高、当期純損失及び利益剰

余金等は連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社株式会社カイザーは、小

規模会社であり、当期純利益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であるた

め、持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

  

  

  

  

時価のないもの 

…同左 



  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  ②デリバティブ 

…時価法 

③たな卸資産 

商品 

…主として個別法による原価法 

②デリバティブ 

…同左 

③たな卸資産 

商品 

…同左 

仕掛品 

…個別法による原価法 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

有形固定資産及び賃貸不動産 

…定率法 

なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。 

建物及び構築物   ３年～50年 

器具備品（その他） ３年～20年 

無形固定資産 

…定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

有形固定資産及び賃貸不動産 

…同左 

同左 

  

  

  

無形固定資産 

…同左 

同左 

  長期前払費用 

…定額法 

長期前払費用 

…同左 

  (3)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

…売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

…同左 

  賞与引当金 

…従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

基準により計上しております。 

賞与引当金 

…同左 

  ポイントサービス引当金 

…ゼビオカードによるポイントサ

ービス制度に基づき、顧客に付

与したポイントの利用に備える

ため、利用実績率に基づき将来

利用されると見込まれる額を計

上しております。 

ポイントサービス引当金 

…会員カードによるポイントサー

ビス制度に基づき、顧客に付与

したポイントの利用に備えるた

め、利用実績率に基づき将来利

用されると見込まれる額を計上

しております。 



  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  退職給付引当金 

…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異（410

百万円）については、５年によ

る按分額を特別損失に計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

退職給付引当金 

…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から損益処理

することとしております。 

  ――――― （追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年９月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受け

ております。 

当連結会計年度末日現在において測定

された返還相当額（最低責任準備金）

は1,167百万円であり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支払が当連結会

計年度末日に行われたと仮定して、

「退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号）第44-２項を適

用した場合に生じる特別利益の見込額

は782百万円であります。 

  役員退職慰労引当金 

…役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しており

ます。 

役員退職慰労引当金 

…同左 

  事業整理損失引当金 

…旧ゼビー業態の廃止に伴う損失

に備えるため、今後見込まれる

同業態店舗の閉店に伴う損失見

込額を計上しております。なお

同業態店舗の閉店に伴い当連結

会計年度において全額を取崩し

ております。 

――――― 



  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  ――――― 事業再構築引当金 

…事業再構築に関連して発生する

損失に備えるため、損失見込額

を計上しております。 

  (4)連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資

産及び負債の本邦通貨への換算の

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結会計

年度末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

(4)連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資

産及び負債の本邦通貨への換算の

基準 

同左 

  (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

…税抜方式 

(6)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

…同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっており

ます。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

――――― 連結調整勘定は５年間で均等償却し

ております。 

ただし、株式会社プラスタスの取得

により発生した連結調整勘定の償却

については当連結会計年度に一括償

却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に

確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヵ月以内に満期日の到来する流動

性の高い短期投資からなっておりま

す。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  

注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成17年３月31

日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表からの適

用が認められていることに伴い、当連結会計年度から同

会計基準及び同適用指針を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は3,108百万円減少しており

ます。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

――――― 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

投資有価証券（株式） 1百万円

※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

投資有価証券（株式） １百万円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式31,940,682株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式31,940,682株

であります。 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社株式の

数は、普通株式1,245,389株であります。 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社株式の

数は、普通株式1,398,589株であります。 



(連結損益計算書関係) 
  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,933百万円

給料手当等 9,093百万円

賞与引当金繰入額 455百万円

退職給付引当金繰入額 435百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

減価償却費 1,457百万円

賃借料 6,463百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 2,654百万円

給料手当等 10,803百万円

賞与引当金繰入額 535百万円

退職給付引当金繰入額 283百万円

役員退職慰労引当金繰入額 13百万円

減価償却費 1,785百万円

賃借料 8,456百万円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 55百万円

その他 11百万円

計 66百万円

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 7百万円

その他 81百万円

計 89百万円

※３ 特別損失のその他の内訳 

災害損失 81百万円

※３ 特別損失のその他の内訳 

災害損失 1百万円

リース解約損 20百万円

計 22百万円

※４ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

当社グループは、各店舗設備単位を資産グルー

プとして減損会計を適用しております。減損は

土地の市場価額の著しい下落や業績不振等を要

因としており、各資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（3,108百万円）として特別損失に計上いたしま

した。その内訳は、建物1,153百万円、建物附属

設備337百万円、構築物79百万円、器具備品64百

万円、土地1,388百万円及びその他84百万円であ

ります。 

なお、資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を5.0％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

営業店舗 店舗設備 建物及び土地等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物及び土地等

※４ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。 

当社グループは、各店舗設備単位を資産グルー

プとして減損会計を適用しております。減損は

業績不振等を要因としており、各資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（273百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物150百万

円、構築物９百万円、器具備品32百万円、賃貸

不動産14百万円及びその他66百万円でありま

す。 

なお、資産グループの回収可能価額は使用価値

等により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを5.0％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

営業店舗 店舗設備 建物等 

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 28,904百万円

預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金 
△2,000百万円

現金及び現金同等物 26,904百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 35,029百万円

預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金 
△500百万円

現金及び現金同等物 34,529百万円

――――― ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取

得価額と取得等のための支出（純額）との関係

は、次のとおりであります。 

会社名 

㈱ヴィクトリア 

㈱プラスタス 

 計２社 

流動資産 9,735百万円

固定資産 6,338百万円

流動負債 △8,557百万円

固定負債 △231百万円

連結調整勘定 △4,192百万円

新規連結子会社の取得価額 3,092百万円

現金及び現金同等物 △892百万円

連結範囲の変更を伴う 

子会社株式の取得による支出 
2,199百万円



(リース取引関係) 
  

  

次へ 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

(有形固定

資産) 

その他 

5,511 3,702 83 1,724 

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

(有形固定

資産) 

その他 

4,559 2,595 119 1,844 

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

１年内 610百万円

１年超 1,234百万円

合計 1,844百万円

リース資産減損勘定期末残高 75百万円

支払リース料 807百万円

リース資産減損勘定の取崩額 8百万円

減価償却費相当額 748百万円

支払利息相当額 37百万円

減損損失 83百万円

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

１年内 663百万円

１年超 1,354百万円

合計 2,017百万円

リース資産減損勘定期末残高 88百万円

支払リース料 797百万円

リース資産減損勘定の取崩額 25百万円

減価償却費相当額 719百万円

支払利息相当額 49百万円

減損損失 42百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分法については、

利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 8百万円

合計 11百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 316百万円

１年超 3,027百万円

合計 3,343百万円



（有価証券関係） 
Ⅰ 前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減損処理しております。

また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理することとしております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

５ 満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

  株式 330 671 341 

小計 330 671 341 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

  株式 0 0 △0 

小計 0 0 △0 

合計 331 672 341 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

5 ― 6 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

満期保有目的の債券 

 コマーシャル・ペーパー 
499 

その他有価証券 

 非上場株式 
14 

区分 １年以内(百万円) 

債券   

 コマーシャル・ペーパー 499 

合計 499 



Ⅱ 当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減損処理しております。

また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理することとしております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

    該当事項はありません。 

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

５ 満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

次へ 

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
      

  株式 824 1,438 613 

小計 824 1,438 613 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
      

  株式 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 824 1,438 613 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

満期保有目的の債券 

 コマーシャル・ペーパー 
499 

その他有価証券 

 非上場株式 
13 

区分 １年以内(百万円) 

債券   

 コマーシャル・ペーパー 499 

合計 499 



(デリバティブ取引関係) 
１ 取引の状況に関する事項 

  

  
２ 取引の時価等に関する事項 

  

(注) 1. 時価の算出方法 

時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

2. 契約額等（ ）内の金額はオプション料を記載しておりますが、通貨オプション取引はいわゆるゼロコストオプション取

引であり、オプション料の授受はありません。 

前へ   次へ 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(1)取引の内容及び利用目的 

当社は、輸入取引に係る将来の為替変動リスクを回

避する目的として、通貨オプション取引を行ってお

ります。 

(1)取引の内容及び利用目的 

当社グループは、輸入取引に係る将来の為替変動リ

スクを回避する目的として通貨オプション取引を、

変動金利による借入金の金利変動リスクを軽減する

目的として金利スワップ取引を行っております。 

(2)取引に対する取組方針 

当社は、通貨関連におけるデリバティブ取引につい

ては、輸入取引等に係る外貨建取引額の範囲内での

み利用し、投機的なデリバティブ取引は一切行わな

い方針であります。 

(2)取引に対する取組方針 

当社グループは、通貨関連におけるデリバティブ取

引については輸入取引等に係る外貨建取引額の範囲

内でのみ利用し、また、金利スワップ取引は将来の

支払利息に係る金利変動リスクを軽減するためのも

のであり、投機的なデリバティブ取引は一切行わな

い方針であります。 

(3)取引に係るリスクの内容 

当社が利用している通貨オプション取引について

は、為替相場の変動による一般的な市場リスクを有

しております。 

また、取引の契約先は信用度の高い国内金融機関で

あるため、相手方の契約不履行による信用リスクは

ほとんどないと認識しております。 

(3)取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している通貨オプション取引に

ついては為替相場の変動による一般的な市場リスク

を有しており、金利スワップ取引は市場金利の変動

によるリスクを有しております。 

また、取引の契約先は信用度の高い国内金融機関で

あるため、相手方の契約不履行による信用リスクは

ほとんどないと認識しております。 

(4)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の管理体制につきましては、財務

部門が社内稟議規定に基づき起案し、担当取締役の

決裁を得て実行しております。取引の管理に当たっ

ては、財務部門が毎月金融機関より報告書を受領し

実績表との一致を確認の上、担当取締役に報告し、

必要に応じて経営会議等において報告が行われま

す。 

(4)取引に係るリスク管理体制 

同左 

対象物 

の種類 
区分 

前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

契約額等 

(百万円) 

契約額等 

のうち 

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

契約額等

(百万円)

契約額等

のうち 

１年超 

(百万円)

時価 

(百万円) 

評価損益

(百万円)

通貨 

市場取引以外の取引                 

 通貨オプション                 

 買建コール                 

  米ドル 
USD９百万 

(86)

USD３百万 

(27)
８ △77 

USD２百万

(23)

USD―百万

(―)
８ △14 

 売建プット                 

  米ドル 
USD18百万 

(224) 

USD６百万 

(87)
160 64 

USD５百万

(78)

USD―百万

(―)
10 68 

金利 スワップ取引 ― ― ― ― 104 71 △1 △1 

合計 ― ― ― △13 ― ― ― 51 



(退職給付関係) 
  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度

を設けております。この制度は、平成６年４月１日

付で適格退職年金制度から厚生年金基金制度に移行

いたしました。また、連結子会社１社は、厚生年金

基金制度に加入していないため、退職給付債務の確

定にあたり簡便法を採用しております。また、従業

員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理

計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度

を設けております。この制度は、平成６年４月１日

付で適格退職年金制度から厚生年金基金制度に移行

いたしました。また、連結子会社１社は、厚生年金

基金制度に加入していないため、退職給付債務の確

定にあたり簡便法を採用しております。また、従業

員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理

計算による退職給付債務の対象とされない割増退職

金を支払う場合があります。 

  当社は厚生年金基金の代行返上部分について、平成

17年９月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けております。 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

イ 退職給付債務 △3,411百万円

ロ 年金資産 1,885百万円

ハ 未積立退職給付債務 

  (イ＋ロ) 
△1,525百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 518百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 

  (債務の減額) 
△159百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 

  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 
△1,166百万円

チ 退職給付引当金 △1,166百万円

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

イ 退職給付債務 △3,684百万円

ロ 年金資産 2,050百万円

ハ 未積立退職給付債務 

  (イ＋ロ) 
△1,634百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 445百万円

ホ 未認識過去勤務債務 

  (債務の減額) 
△136百万円

ヘ 連結貸借対照表計上額純額 

  (ハ＋ニ＋ホ) 
△1,324百万円

ト 退職給付引当金 △1,324百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

(注)1.簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、勤務費用に含めております。 

2.上記の他、割増退職金等29百万円がありま

す。 

イ 勤務費用 330百万円

ロ 利息費用 62百万円

ハ 期待運用収益 △19百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 82百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 84百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △22百万円

ト 退職給付費用 518百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

(注)1.簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、勤務費用に含めております。 

2.上記の他、割増退職金等98百万円がありま

す。 

イ 勤務費用 187百万円

ロ 利息費用 68百万円

ハ 期待運用収益 △21百万円

ニ 数理計算上の差異の損益処理額 72百万円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △22百万円

ヘ 退職給付費用 283百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

(期首 2.0％)

ハ 期待運用収益率 1.15％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年 

   翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 同左 

ロ 割引率 2.0％ 

(期首 2.0％)

ハ 期待運用収益率 1.15％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 同左 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 同左 

   翌連結会計年度から損益処理することとして

おります。 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 65百万円

未払事業税損金不算入額 146百万円

賞与引当金損金不算入額 184百万円

ポイントサービス引当金損金不算入

額 
265百万円

その他 58百万円

合計 720百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 205百万円

未払事業税損金不算入額 179百万円

賞与引当金損金不算入額 216百万円

ポイントサービス引当金損金不算入

額 
669百万円

その他 84百万円

小計 1,356百万円

評価性引当額 △535百万円

合計 820百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 146百万円

退職給付引当金損金不算入額 471百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 18百万円

減価償却費損金算入限度超過額 110百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 149百万円

減損損失 1,256百万円

その他 47百万円

合計 2,201百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 122百万円

退職給付引当金損金不算入額 535百万円

事業再構築引当金損金不算入額 502百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 23百万円

減価償却費損金算入限度超過額 293百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 148百万円

減損損失 1,294百万円

繰越欠損金 2,234百万円

その他 64百万円

小計 5,219百万円

評価性引当額 △3,132百万円

合計 2,086百万円

繰延税金負債(固定) 

  その他有価証券評価差額金 137百万円

  連結に伴う土地評価替 116百万円

  その他 45百万円

  合計 300百万円

  差引 1,900百万円

うち繰延税金資産(固定)計上額 2,017百万円

うち繰延税金負債(固定)計上額 116百万円

繰延税金負債(固定) 

  その他有価証券評価差額金 247百万円

  連結に伴う土地評価替 116百万円

  その他 58百万円

  合計 423百万円

  差引 1,663百万円

うち繰延税金資産(固定)計上額 1,780百万円

うち繰延税金負債(固定)計上額 116百万円

――――― ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

住民税均等割額 1.1％

連結調整勘定償却額 △1.1％

評価性引当額 △4.1％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.9％



 (セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 
前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
一般小売事業部門の売上高、営業利益、資産の金額が、それぞれ売上高合計、営業利益の生じているセグメ
ントの営業利益合計額及び資産の金額の合計額の90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を
省略しております。 
  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
一般小売事業部門の売上高、営業利益、資産の金額が、それぞれ売上高合計、営業利益の生じているセグメ
ントの営業利益合計額及び資産の金額の合計額の90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を
省略しております。 
  

【所在地別セグメント情報】 
前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
  

【海外売上高】 
前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
海外売上高がないため、該当事項はありません。 
  
当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 
前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
役員及び個人主要株主等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 
(注) 1. 保険料の支払については、保険会社の規定によっております。 

2. 顧問料の支払については、顧問契約（海外業務等）によっております。 

3. 当社代表取締役諸橋友良の近親者が98.5％を直接所有しております。 

4. 事務用品の購入については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

5. 取引金額に消費税等は含まれておりません。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
役員及び個人主要株主等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 
(注) 1. 保険料の支払については、保険会社の規定によっております。 

2. 顧問料の支払については、顧問契約（海外業務等）によっております。 

3. 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

属性 
会社等の 

名称 
住所 

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

役員及び 

その近親者 

諸橋輝子 ― ― 

当社代表取締

役の近親者 

㈲ティー・テ

ィー・シー代

表取締役 

(被所有) 

直接 3.0

間接 8.9

― ― 

保険料の 

支払 

(注)1 

7 ― ― 

当社代表取締

役の近親者 

㈲サンビック

代表取締役 

(被所有) 

間接 17.9
― ― 

保険料の 

支払 

(注)1 

22 ― ― 

諸橋寛子 ― ― 
当社代表取締

役の近親者 

(被所有) 

直接 1.9
― 当社顧問 

顧問料の 

支払 

(注)2 

6 
流動負債 

その他 
0 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社 等（当 該

会社等の子

会 社 を 含

む） 

丸善商事

株式会社 

(注)3 

福島県

会津若

松市 

10 
一般洋紙、 

板紙の卸売等 
― ― 

事務用品の

購入 

事務用品の

購入 

(注)4 

32
流動負債 

その他 
5

属性 氏名 住所 

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

役員及び 

その近親者 

諸橋輝子 ― ― 

当社代表取締

役の近親者 

㈲ティー・テ

ィー・シー代

表取締役 

(被所有) 

直接 3.0

間接 9.0

― ― 

保険料の 

支払 

(注)1 

4 ― ― 

当社代表取締

役の近親者 

㈲サンビック

代表取締役 

(被所有) 

間接 18.0
― ― 

保険料の 

支払 

(注)1 

42 ― ― 

諸橋寛子 ― ― 
当社代表取締

役の近親者 

(被所有) 

直接 1.9
― 当社顧問 

顧問料の 

支払 

(注)2 

6 
流動負債 

その他 
0 



(１株当たり情報) 
  

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,208.88円

１株当たり当期純利益金額 109.69円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 109.68円

１株当たり純資産額 2,387.14円

１株当たり当期純利益金額 228.18円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 227.98円

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益(百万円) 3,392 6,996 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 9 11 

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (9) (11)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,383 6,984 

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,847 30,610 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額(百万円) ― ― 

普通株式増加額(千株) 2 26 

(うち新株予約権(千株)) (2) (26)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

――――― ――――― 



(重要な後発事象) 
  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当社は平成17年４月22日付の株式譲渡契約に基づき平成

17年４月28日付で「株式会社ヴィクトリア」の発行済株

式の全株式を取得し同社を子会社といたしました。 

①主旨および目的 首都圏エリアを中心とした店舗網

の獲得及びシナジー効果創出によ

る販売の拡充と収益基盤の強化を

図るため 

②株式取得先 株式会社ジャフコ他 

③会社名 株式会社ヴィクトリア 

④事業内容 スポーツ用品小売業 

⑤規模 平成16年５月期 

  売上高 29,884百万円

  営業損失 463百万円

  経常損失 944百万円

  当期純損失 6,921百万円

  総資産 18,458百万円

  株主資本 2,715百万円

⑥株式取得日 平成17年４月28日 

⑦取得株式数 34,580株（所有割合100％） 

⑧資金調達 自己資金により賄っております。 

１ 株式分割 

当社は、平成17年12月20日開催の取締役会に基づき、

株式分割による新株式の発行を行っております。 

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

①平成18年４月１日付をもって平成18年３月31日最終

の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき1.5株の割合をもって分割す

る。 

②分割により増加する株式数 

 普通株式 15,970,341株 

③配当起算日 平成18年４月１日 

④行使価格の調整 

今回の株式分割に伴い、旧商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定により平成17年６月29日の定時株

主総会で決議されたストックオプションの発行価額

を次のとおり調整いたします。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

  調整後発行価額 調整前発行価額 

平成17年６月29日

定時株主総会 
2,787円 4,180円

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり 

純資産額 
1,472.59円

１株当たり 

純資産額 
1,591.43円

１株当たり当

期純利益金額 
73.12円

１株当たり当

期純利益金額 
152.12円

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

金額 

73.12円

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

金額 

151.99円

    

２ 子会社の設立 

当社は平成18年６月26日付でゼビオカード株式会社を

設立いたしました。 

①設立の目的 

当社及び子会社の株式会社ヴィクトリアは提携クレ

ジットカード、ポイントカード会員を多数有してお

ります。今後、自らがカード発行体となり、ゼビオ

グループの総合的な顧客サービスの提供と新たな金

融収益の獲得を可能とするため、ゼビオカード株式

会社を設立いたしました。 

②事業内容 

クレジットカード事業、割賦販売事業、融資事業等 

③設立会社の概要 

設立年月日 平成18年６月26日 

所在地 福島県郡山市朝日三丁目７番35号

代表者 石井道夫（当社代表取締役専務）

資本の額 50百万円 

株主構成 ゼビオ株式会社（100％） 

発行済株式総数 1,000株 

決算期 ３月 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

(注) 1. 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

2. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― 155 1.4 ― 

１年以内に返済予定の 
長期借入金 

― 28 2.1 ― 

長期借入金（１年以内に返
済予定のものを除く） 

― 43 2.0 
平成19.10.１～ 
平成21.９.30 

合計 ― 226 ― ― 

１年超２年以内 

（百万円） 

２年超３年以内 

（百万円） 

３年超４年以内 

（百万円） 

４年超５年以内 

（百万円） 

25 12 6 ― 



２ 【財務諸表等】 

（１） 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    28,781   30,955  

 ２ 売掛金    1,812   1,940  

 ３ 有価証券    499   499  

 ４ 商品    21,911   23,005  

 ５ 前払費用    515   509  

 ６ 繰延税金資産    712   810  

 ７ 未収金    195   147  

 ８ その他    296   277  

   貸倒引当金    △0   △0  

   流動資産合計    54,724 57.1  58,145 57.2

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物   18,746   18,207    

    減価償却累計額   △10,591 8,154  △9,914 8,293  

  (2) 構築物   1,733   1,526    

    減価償却累計額   △1,238 495  △1,070 455  

  (3) 車両運搬具   16   16    

    減価償却累計額   △10 6  △12 3  

  (4) 器具備品   3,638   4,059    

    減価償却累計額   △2,477 1,161  △2,679 1,379  

  (5) 土地    6,719   7,047  

  (6) 建設仮勘定    366   29  

    有形固定資産合計    16,904 17.6  17,209 17.0

 ２ 無形固定資産          

  (1) ソフトウェア    283   496  

  (2) 電話加入権    9   9  

    無形固定資産合計    293 0.3  506 0.5

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券    686   1,451  

  (2) 関係会社株式    308   2,739  

  (3) 長期貸付金    82   77  

(4) 関係会社長期貸付金    1,508   1,522  

  (5) 長期前払費用    971   892  

  (6) 繰延税金資産    2,016   1,867  

  (7) 差入保証金    9,681   8,730  

  (8) 敷金    7,044   6,847  

  (9) 賃貸不動産   5,284   5,116    

    減価償却累計額   △3,627 1,656  △3,490 1,625  

(10)その他    621   511  

    貸倒引当金    △619   △550  

    投資その他の資産合計    23,956 25.0  25,716 25.3

    固定資産合計    41,154 42.9  43,431 42.8

   資産合計    95,879 100.0  101,577 100.0

        



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形    2,337   2,504  

 ２ 支払信託    12,906   12,883  

 ３ 買掛金    5,693   6,967  

 ４ 未払金    1,154   1,701  

 ５ 未払法人税等    1,809   2,170  

 ６ 預り金    185   198  

 ７ 前受収益    73   65  

 ８ 賞与引当金    441   424  

９ ポイントサービス引当金    656   709  

 10 設備支払手形    377   2  

 11 その他    265   321  

   流動負債合計    25,901 27.0  27,949 27.5

Ⅱ 固定負債          

 １ 退職給付引当金    1,164   1,321  

 ２ 役員退職慰労引当金    46   57  

 ３ 預り保証金    538   470  

 ４ その他    75   88  

   固定負債合計    1,825 1.9  1,938 1.9

   負債合計    27,726 28.9  29,888 29.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※１  15,935 16.6  15,935 15.7

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   15,907   15,907    

 ２ その他資本剰余金          

    自己株式処分差益   91   179    

   資本剰余金合計    15,999 16.7  16,086 15.8

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   802   802    

 ２ 任意積立金          

    別途積立金   34,350   36,650    

 ３ 当期未処分利益   3,876   5,843    

   利益剰余金合計    39,028 40.7  43,296 42.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金    203 0.2  365 0.4

Ⅴ 自己株式 ※３  △3,014 △3.1  △3,995 △3.9

  資本合計    68,152 71.1  71,688 70.6

  負債・資本合計    95,879 100.0  101,577 100.0
      



② 【損益計算書】 

  

  

    

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高    96,215 100.0  103,558 100.0

Ⅱ 売上原価          

 １ 期首商品たな卸高   18,856   21,911    

 ２ 当期商品仕入高   64,319   67,602    

      合計   83,175   89,513    

 ３ 他勘定振替高 ※１ 78   6    

 ４ 期末商品たな卸高   21,911   23,005    

５ ポイントサービス引当金繰入額   105 61,291 63.7 52 66,554 64.3

   売上総利益    34,924 36.3  37,004 35.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 販売手数料   835   890    

 ２ 荷造運搬費   732   754    

 ３ 広告宣伝費   1,925   2,221    

 ４ 給料手当等   8,912   9,243    

 ５ 福利厚生費   1,293   1,370    

 ６ 賞与引当金繰入額   441   424    

７ 退職給付引当金繰入額   435   283    

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額   5   13    

 ９ 減価償却費   1,404   1,565    

 10 賃借料   6,450   6,778    

 11 店舗維持費   1,831   1,876    

 12 その他   2,419 26,687 27.7 2,538 27,960 27.0

   営業利益    8,236 8.6  9,044 8.7

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   129   149    

 ２ 受取配当金   4   8    

 ３ 為替差益   139   191    

 ４ 不動産賃貸収入   995   894    

 ５ 雑収入   129 1,399 1.5 119 1,363 1.3

Ⅴ 営業外費用          

 １ 不動産賃貸費用   921   800    

 ２ 雑損失   11 932 1.0 10 811 0.7

   経常利益    8,703 9.0  9,596 9.3

Ⅵ 特別利益          

 １ 貸倒引当金戻入益   280   53    

 ２ 預り保証金解約益   3   4    

 ３ 保険金収入   ―   4    

 ４ 事業整理損失引当金戻入益   106   ―    

 ５ 営業譲渡益   ― 391 0.4 121 184 0.2



  

  

    

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 
金額(百万円) 

百分比 

(％) 

Ⅶ 特別損失          

 １ 貸倒引当金繰入額   ―   50    

 ２ 固定資産除却損 ※２ 66   39    

 ３ 投資有価証券売却損   6   ―    

 ４ 敷金・保証金解約損   2   60    

 ５ 退職給付引当金繰入額   82   ―    

 ６ 減損損失 ※４ 3,108   187    

 ７ 割増退職金   ―   75    

 ８ 子会社株式評価損   ―   170    

 ９ その他 ※３ 81 3,346 3.4 1 584 0.6

   税引前当期純利益    5,748 6.0  9,197 8.9

   法人税、住民税及び事業税   3,510   3,832    

   法人税等調整額   △1,108 2,401 2.5 △59 3,772 3.7

   当期純利益    3,346 3.5  5,424 5.2

   前期繰越利益    991   953  

   中間配当額    461   533  

   当期未処分利益    3,876   5,843  

           



③ 【利益処分計算書】 

  

  

    
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     3,876   5,843 

Ⅱ 利益処分額           

 １ 配当金   613   687   

 ２ 役員賞与金 

   (うち監査役賞与金) 
  

9 

(2)
  

11 

(2)
  

 ３ 任意積立金           

    別途積立金   2,300 2,922 4,200 4,898 

Ⅲ 次期繰越利益     953   944 

     



重要な会計方針 
  

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

子会社株式 

…移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

満期保有目的の債券 

…同左 

子会社株式 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

…時価法 

デリバティブ 

…同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

…個別法による原価法 

商品 

…同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産及び賃貸不動産 

…定率法 

なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年 

器具備品    ３年～20年 

(2)無形固定資産 

…定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

(3)長期前払費用 

…定額法 

(1)有形固定資産及び賃貸不動産 

…同左 

同左 

  

  

  

(2)無形固定資産 

…同左 

同左 

  

  

  

(3)長期前払費用 

…同左 

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

同左 

６ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

…売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

…同左 

  (2)賞与引当金 

…従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

基準により計上しております。 

(2)賞与引当金 

…同左 

  (3)ポイントサービス引当金 

…ゼビオカードによるポイントサ

ービス制度に基づき、顧客に付

与したポイントの利用に備える

ため、利用実績率に基づき将来

利用されると見込まれる額を計

上しております。 

(3)ポイントサービス引当金 

…会員カードによるポイントサー

ビス制度に基づき、顧客に付与

したポイントの利用に備えるた

め、利用実績率に基づき将来利

用されると見込まれる額を計上

しております。 



  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  (4)退職給付引当金 

…従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

（410百万円）については、５

年による按分額を特別損失に計

上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

(4)退職給付引当金 

…従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から損益処理すること

としております。 

  ――――― （追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年９月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受け

ております。 

当事業年度末日現在において測定され

た返還相当額（最低責任準備金）は

1,167百万円であり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支払が当事業年

度末日に行われたと仮定して、「退職

給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号）第44-２項を適用し

た場合に生じる特別利益の見込額は782

百万円であります。 

  (5)役員退職慰労引当金 

…役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく事業年度

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5)役員退職慰労引当金 

…同左 

  (6)事業整理損失引当金 

…旧ゼビー業態の廃止に伴う損失

に備えるため、今後見込まれる

同業態店舗の閉店に伴う損失見

込額を計上しております。なお

同業態店舗の閉店に伴い当事業

年度において全額を取崩してお

ります。 

――――― 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 



  

  

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  
注記事項 
(貸借対照表関係) 

  

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成17年３月31

日に終了する事業年度に係る財務諸表からの適用が認め

られていることに伴い、当事業年度から同会計基準及び

同適用指針を適用しております。これにより税引前当期

純利益は3,108百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

――――― 

前事業年度 

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。 

※１ 授権株式数 普通株式 90,000,000株

  発行済株式総数 普通株式 31,940,682株

同左 

※１ 授権株式数 普通株式 90,000,000株

  発行済株式総数 普通株式 31,940,682株

 ２ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は295百

万円であります。 

 ２ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は397百

万円であります。 

※３ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

1,245,389株であります。 

※３ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

1,398,589株であります。 



(損益計算書関係) 
  

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 15百万円

災害損失 62百万円

計 78百万円

※１ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 6百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

店舗建物 47百万円

店舗構築物 7百万円

店舗器具備品 4百万円

店舗等取壊費用他 6百万円

計 66百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。 

店舗建物 0百万円

店舗構築物 1百万円

店舗器具備品 4百万円

店舗等取壊費用他 33百万円

計 39百万円

※３ 特別損失のその他の内訳は下記のとおりでありま

す。 

災害損失 81百万円

※３ 特別損失のその他の内訳は下記のとおりでありま

す。 

災害損失 1百万円

※４ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

当社は、各店舗設備単位を資産グループとして

減損会計を適用しております。減損は土地の市

場価額の著しい下落や業績不振等を要因として

おり、各資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,108百

万円）として特別損失に計上いたしました。そ

の内訳は、建物1,153百万円、建物附属設備337

百万円、構築物79百万円、器具備品64百万円、

土地1,388百万円及びその他84百万円でありま

す。 

なお、資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を5.0％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

営業店舗 店舗設備 建物及び土地等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物及び土地等

※４ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いたしました。 

当社は、各店舗設備単位を資産グループとして

減損会計を適用しております。減損は業績不振

等を要因としており、各資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（187百万円）として特別損失に計上いた

しました。その内訳は、建物94百万円、構築物

８百万円、器具備品27百万円、賃貸不動産14百

万円及びその他42百万円であります。 

なお、資産グループの回収可能価額は使用価値

等により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを5.0％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

営業店舗 店舗設備 建物等 

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等 



(リース取引関係) 
  

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

器具備品 5,511 3,702 83 1,724 

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

器具備品 3,440 1,928 119 1,392 

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 610百万円

１年超 1,234百万円

合計 1,844百万円

リース資産減損勘定期末残高 75百万円

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 493百万円

１年超 1,047百万円

合計 1,541百万円

リース資産減損勘定期末残高 88百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 807百万円

リース資産減損勘定の取崩額 8百万円

減価償却費相当額 748百万円

支払利息相当額 37百万円

減損損失 83百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 681百万円

リース資産減損勘定の取崩額 25百万円

減価償却費相当額 618百万円

支払利息相当額 31百万円

減損損失 42百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 115百万円

１年超 1,711百万円

合計 1,827百万円



(有価証券関係) 
前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31
日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  
(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 65百万円

未払事業税損金不算入額 144百万円

賞与引当金損金不算入額 178百万円

ポイントサービス引当金損金不算入額 265百万円

その他 57百万円

合計 712百万円

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産(流動) 

商品評価損損金不算入額 118百万円

未払事業税損金不算入額 177百万円

賞与引当金損金不算入額 171百万円

ポイントサービス引当金損金不算入額 286百万円

その他 55百万円

合計 810百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 146百万円

退職給付引当金損金不算入額 470百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 18百万円

減価償却費損金算入限度超過額 110百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 149百万円

減損損失 1,256百万円

その他 46百万円

合計 2,200百万円

繰延税金資産(固定) 

貸倒引当金繰入限度超過額 139百万円

退職給付引当金損金不算入額 534百万円

役員退職慰労引当金損金不算入額 23百万円

減価償却費損金算入限度超過額 124百万円

投資有価証券評価損損金不算入額 148百万円

子会社株式評価損損金不算入額 68百万円

減損損失 1,086百万円

その他 49百万円

合計 2,174百万円

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金 137百万円

その他 45百万円

合計 183百万円

繰延税金資産(固定)の純額 2,016百万円

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金 247百万円

その他 58百万円

合計 306百万円

繰延税金資産(固定)の純額 1,867百万円



(１株当たり情報) 
  

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,219.99円

１株当たり当期純利益金額 108.19円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 108.18円

１株当たり純資産額 2,346.83円

１株当たり当期純利益金額 176.82円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 176.67円

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益(百万円) 3,346 5,424 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 9 11 

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (9) (11)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,337 5,412 

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,847 30,610 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額(百万円) ― ― 

普通株式増加額(千株) 2 26 

(うち新株予約権(千株)) (2) (26)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

――――― ――――― 



(重要な後発事象) 
  

  

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当社は平成17年４月22日付の株式譲渡契約に基づき平成

17年４月28日付で「株式会社ヴィクトリア」の発行済株

式の全株式を取得し同社を子会社といたしました。 

①主旨および目的 首都圏エリアを中心とした店舗網

の獲得及びシナジー効果創出によ

る販売の拡充と収益基盤の強化を

図るため 

②株式取得先 株式会社ジャフコ他 

③会社名 株式会社ヴィクトリア 

④事業内容 スポーツ用品小売業 

⑤規模 平成16年５月期 

  売上高 29,884百万円

  営業損失 463百万円

  経常損失 944百万円

  当期純損失 6,921百万円

  総資産 18,458百万円

  株主資本 2,715百万円

⑥株式取得日 平成17年４月28日 

⑦取得株式数 34,580株（所有割合100％） 

⑧資金調達 自己資金により賄っております。 

（株式分割） 

当社は、平成17年12月20日開催の取締役会に基づき、株

式分割による新株式の発行を行っております。 

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

①平成18年４月１日付をもって平成18年３月31日最終

の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき1.5株の割合をもって分割す

る。 

②分割により増加する株式数 

 普通株式 15,970,341株 

③配当起算日 平成18年４月１日 

④行使価格の調整 

今回の株式分割に伴い、旧商法第280条ノ20及び第

280条ノ21の規定により平成17年６月29日の定時株

主総会で決議されたストックオプションの発行価額

を次のとおり調整いたします。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。 

  調整後発行価額 調整前発行価額 

平成17年６月29日

定時株主総会 
2,787円 4,180円

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１株当たり 

純資産額 
1,479.99円

１株当たり 

純資産額 
1,564.55円

１株当たり当

期純利益金額 
72.13円

１株当たり当

期純利益金額 
117.88円

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

金額 

72.12円

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

金額 

117.78円



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 美津濃㈱ 580,000 510 

    ㈱福島銀行 1,716,500 403 

    ㈱みずほフィナンシャルグループ 149 143 

    ㈱幸楽苑 100,386 132 

    ㈱ヴァリック 120 65 

    日本電信電話㈱ 122 61 

    ㈱大東銀行 192,000 50 

    ㈱アオキインターナショナル 9,666 24 

    青山商事㈱ 5,703 21 

    ㈱テレビユー福島 200 13 

    その他７銘柄 40,330 23 

    小計 2,645,176 1,451 

計 2,645,176 1,451 

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 満期保有目的の債券
三井住友銀リース㈱
コマーシャル・ペーパー 

500 499

    小計 500 499 

計 500 499 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 1. 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

  

2. 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

  

3． 「当期減少額」欄の（ ）内の金額（内書き）は、減損損失の計上額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は 

償却累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産        

 建物 18,746 1,624 
2,162

18,207 9,914 836 8,293
(94)

 構築物 1,733 97 
305

1,526 1,070 86 455
(8)

 車両運搬具 16 ― ― 16 12 2 3

 器具備品 3,638 779 
358

4,059 2,679 487 1,379
(27)

 土地 6,719 663 335 7,047 ― ― 7,047

 建設仮勘定 366 2,400 2,736 29 ― ― 29

有形固定資産計 31,221 5,564 
5,899
(130)

30,887 13,678 1,412 17,209

無形固定資産           

 ソフトウェア 747 370 1 1,116 619 156 496

 電話加入権 9 0 ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 757 370 1 1,126 619 156 506

長期前払費用 1,187 36 57 1,166 273 65 892

資産の種類 
建物
(百万円) 

構築物
(百万円) 

器具備品
(百万円) 

合計 
(百万円) 

店舗投資による増加 1,623 97 624 2,346 

資産の種類 
建物
(百万円) 

構築物
(百万円) 

器具備品
(百万円) 

土地 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

営業譲渡に伴う除却 1,705 264 282 335 2,588 

店舗退店等に伴う除却 2 5 5 ― 14 

賃貸不動産への振替 359 26 10 ― 396 



【資本金等明細表】 

  

(注) 1. 当期末における自己株式は、1,398,589株であります。 

2. 当期増加額は、自己株式の処分によるものであります。 

3. 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額には、一般債権の洗替による戻入額が含まれております。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 15,935 ― ― 15,935 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注)1 (株) (31,940,682) (―) (―) (31,940,682)

普通株式 (百万円) 15,935 ― ― 15,935 

計 (株) (31,940,682) (―) (―) (31,940,682)

計 (百万円) 15,935 ― ― 15,935 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 15,887 ― ― 15,887

合併差益 (百万円) 19 ― ― 19 

(その他資本剰余金)
自己株式処分差益 (注)2 

(百万円) 91 87 ― 179

計 (百万円) 15,999 87 ― 16,086 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 802 ― ― 802 

(任意積立金) 
別途積立金 (注)3 

(百万円) 34,350 2,300 ― 36,650

計 (百万円) 35,152 2,300 ― 37,452 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 620 138 65 142 550 

賞与引当金 441 424 441 ― 424 

ポイントサービス 
引当金 

656 709 656 ― 709

役員退職慰労引当金 46 13 2 ― 57 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 現金及び預金 

  

  

２ 売掛金 

  相手先別内訳 
  

  

  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円) 

現金 283 

預金   

普通預金 7,702 

定期預金 22,970 

計 30,672 

合計 30,955 

相手先 金額(百万円) 

㈱ジャックス 264 

㈱東邦カード 210 

㈱東邦クレジットサービス 125 

ＵＦＪニコス㈱ 123 

(協)日本専門店会連盟 120 

その他 1,095 

合計 1,940 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

1,812 30,926 30,799 1,940 94.1 22.1 



３ 商品 

  

  

４ 差入保証金 

  

  

５ 敷金 

  

  

区分 金額(百万円) 

スポーツ用品・用具 21,599 

メンズ・ビジネス衣料 32 

メンズ・カジュアル衣料 451 

レディス・カジュアル衣料 697 

その他 224 

合計 23,005 

区分 金額(百万円) 

営業店舗 8,159 

その他 571 

合計 8,730 

区分 金額(百万円) 

営業店舗 6,155 

独身寮及び社宅 53 

その他 638 

合計 6,847 



６ 支払手形 

  相手先別内訳 

  

  

  期日別内訳 

  

  

相手先 金額(百万円) 

アディダスジャパン㈱ 987 

㈱フェニックス 279 

テーラーメイドゴルフ㈱ 261 

㈱ＤＮＰ東北 167 

アメアスポーツジャパン㈱ 152 

その他 656 

合計 2,504 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月満期 1,317 

  〃  ５月 〃  984 

  〃  ６月 〃  113 

  〃  ７月 〃 87 

  〃  ８月 〃 0 

合計 2,504 



７ 支払信託 

  

  

  期日別内訳 

  

  

８ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

㈱トーメン 1,346 

ゼット㈱ 1,170 

㈱ゴールドウィン 980 

㈱ナイキジャパン 937 

丸紅㈱ 844 

その他 7,604 

合計 12,883 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月満期 4,710 

  〃  ５月 〃  4,289 

  〃  ６月 〃  2,112 

  〃  ７月 〃 1,764 

  〃  ８月 〃 8 

合計 12,883 

相手先 金額(百万円) 

㈱ナイキジャパン 887 

アディダスジャパン㈱ 817 

美津濃㈱ 498 

㈱アシックス 412 

ゼット㈱ 351 

その他 3,999 

合計 6,967 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)  平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

 http://www.xebio.co.jp/ 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヵ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 50円に印紙税相当額を加算した金額 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 

東京証券代行株式会社 

  取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年３月末日、９月末日現在の株主に下記の基準により、当社の全店舗に共通して利

用できる「株主特別優待券」を贈呈する。 

100株～999株保有する株主………10％割引券５枚 

1,000株以上保有する株主 ………10％割引券10枚 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第33期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 事業年度 
(第34期中) 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

平成17年12月14日 
関東財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基
づくもの 

平成17年４月28日 
関東財務局長に提出。 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第２号の２（ストックオプションの発
行）の規定に基づくもの 

平成17年８月17日 
関東財務局長に提出。 

(4) 自己株券買付状況報告書 
報告期間 (自 平成17年３月１日 

 至 平成17年３月31日) 
平成17年４月８日 

    報告期間 (自 平成17年４月１日 
 至 平成17年４月30日) 

平成17年５月12日 

    報告期間 (自 平成17年５月１日 
 至 平成17年５月31日) 

平成17年６月10日 

    報告期間 (自 平成17年６月１日 
 至 平成17年６月29日) 

平成17年７月12日 

    報告期間 (自 平成17年９月１日 
 至 平成17年９月30日) 

平成17年10月11日 

    報告期間 (自 平成17年10月１日 
 至 平成17年10月31日) 

平成17年11月10日 

    報告期間 (自 平成17年11月１日 
 至 平成17年11月30日) 

平成17年12月12日 

    報告期間 (自 平成17年12月１日 
 至 平成17年12月31日) 

平成18年１月12日 

    報告期間 (自 平成18年１月１日 
 至 平成18年１月31日) 

平成18年２月13日 

    報告期間 (自 平成18年２月１日 
 至 平成18年２月28日) 

平成18年３月10日 

    報告期間 (自 平成18年３月１日 
 至 平成18年３月31日) 

平成18年４月10日 

    報告期間 (自 平成18年４月１日 
 至 平成18年４月30日) 

平成18年５月10日 

    報告期間 (自 平成18年５月１日 
 至 平成18年５月31日) 

平成18年６月９日 
関東財務局長に提出。 



  

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 



平成１７年６月２９日

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゼ

ビオ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ゼ

ビオ株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年４月２２日付の株式譲渡契約に基づき平成１７年４

月２８日付で株式会社ヴィクトリアの発行済株式の全株式を取得し同社を子会社とした。 

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

独立監査人の監査報告書

ゼ ビ オ 株 式 会 社   

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ  ツ   

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

手 塚 仙 夫

 

㊞

 

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

宮 坂 泰 行

 

㊞

 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



平成１８年６月２９日

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゼ

ビオ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ゼ

ビオ株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

独立監査人の監査報告書

ゼ ビ オ 株 式 会 社   

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ  ツ   

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

手 塚 仙 夫

 

㊞

 

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

御 子 柴 顯

 

㊞

 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



平成１７年６月２９日

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゼ

ビオ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ゼビオ

株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１７年４月２２日付の株式譲渡契約に基づき平成１７年４

月２８日付で株式会社ヴィクトリアの発行済株式の全株式を取得し同社を子会社とした。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、この会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

  

独立監査人の監査報告書

ゼ ビ オ 株 式 会 社   

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ  ツ   

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

手 塚 仙 夫

 

㊞

 

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

宮 坂 泰 行

 

㊞

 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



平成１８年６月２９日

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゼ

ビオ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ゼビオ

株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

  

独立監査人の監査報告書

ゼ ビ オ 株 式 会 社   

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ  ツ   

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

手 塚 仙 夫

 

㊞

 

指定社員

 

業務執行社員

 公認会計士

 

御 子 柴 顯

 

㊞

 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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